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【 歳入 】

地方譲与税

<地方揮発油譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方揮発油譲与税 決算額 １３，８６７千円（１５，０３１千円）

地方揮発油税（国税）の一部を市町村道の延長及び面積に按分して譲与されました。

<自動車重量譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

自動車重量譲与税 決算額 ４１，５０９千円（４０，５８１千円）

自動車重量税（国税）の一部を市町村道の延長及び面積に按分して譲与されました。

<森林環境譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

森林環境譲与税 決算額 １５，５７０千円（１５，５７０千円）

間伐等の「森林の整備に関する施策」や人材育成・担い手の確保等の「森林の整備の促進

に関する施策」の財源として、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口により按分して譲

与されました。

利子割交付金

<利子割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

利子割交付金 決算額 ７４千円（２００千円）

金融機関等からの利子に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付され

ました。

配当割交付金

<配当割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

配当割交付金 決算額 ５６３千円（２００千円）

上場株式等の配当に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付されまし

た。
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株式等譲渡所得割交付金

<株式等譲渡所得割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

株式等譲渡所得割交付金 決算額 ４５９千円（５００千円）

株式等の譲渡所得に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付されまし

た。

法人事業税交付金

<法人事業税交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

法人事業税交付金 決算額 ２，４０２千円（２，０９６千円）

法人事業税の一部を財源として、市町村の従業員数に応じて交付されました。

地方消費税交付金

<地方消費税交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方消費税交付金 決算額 ４３，９８１千円（４３，０８１千円）

地方消費税の一部を財源として、人口及び従業員数に按分して交付されました。

自動車税環境性能割交付金

<自動車税環境性能割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

自動車税環境性能割交付金 決算額 ５，０８０千円（４，７１２千円）

自動車税環境性能割の一部を財源として、市町村道の延長や面積に按分して交付されまし

た。
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国有提供施設等所在市町村助成交付金

<国有提供施設等所在市町村助成交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

国有提供施設等所在市町村助成交付金 決算額 ３００千円（３００千円）

国が所有する固定資産のうち、アメリカ軍や自衛隊の基地施設に供する固定資産について

交付されました。

地方特例交付金

<地方特例交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方特例交付金 決算額 ２６７千円（２６７千円）

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収の補填として交付されま

した。

地方交付税

<普通交付税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

普通交付税 決算額 ２，０４８，３８５千円（２，０４８，３８５千円）

基準財政需要額から基準財政収入額を差し引き、財源不足が生じたため、財源不足額に応

じて交付されました。

<特別交付税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

特別交付税 決算額 ２７５，０９６千円（２７３，２６７千円）

普通交付税で捕捉されない災害等の特別な財政需要に対して交付されました。

分担金及び負担金

<民生費負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

老人福祉施設入所費負担金 決算額 ２２，２２１千円（２３，６７８千円）

老人福祉法第２８条の規定に基づき、老人福祉施設入所に要した費用について、町が支弁
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した者又はその家族から、負担能力に応じてその費用の全額又は一部を徴収しました。

使用料及び手数料

公共施設や公営住宅等の使用、また、特定の行政サービスを提供したことにより、受益者

から徴収した収入です。

<総務使用料>

（担当：建設課建設グループ）

バス転換関連施設使用料 決算額 ６４０千円（６３９千円）

地域づくり活動支援センター使用料 決算額 １５千円（１５千円）

<民生使用料>

（担当：教育委員会教育グループ）

放課後子どもプラン利用料 決算額 ３０３千円（２３３千円）

<衛生使用料>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

火葬場使用料 決算額 ５８０千円（６２５千円）

墓地使用料 決算額 １０千円（１千円）

歯科診療所使用料 決算額 ８，５２１千円（１２，０００千円）

<農業使用料>

（担当：産業課産業グループ）

町営牧場使用料 決算額 ３，６７９千円（３，６７９千円）

<土木使用料>

（担当：建設課建設グループ）

道路使用料 決算額 １，１２７千円（１，１２４千円）

・電柱道路占用使用料 ６６５千円

・電話柱道路占用使用料 ４６２千円

公営住宅使用料 決算額 ３４，８１２千円（３４，６５６千円）

公営住宅車庫使用料 決算額 ２，０３６千円（２，０２４千円）

・あかね団地公営住宅車庫 １，９４３千円

・新小頓別団地公営住宅車庫 ９３千円

公営住宅使用料滞納繰越分 決算額 ２７千円（１千円）

独身者住宅使用料 決算額 ６，０００千円（６，０３４千円）

・メモリアルハイツＡ ４，９１６千円
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・メモリアルハイツＢ １，０８４千円

特定公共住宅使用料 決算額 ７，６３０千円（７，５８８千円）

・敏音知特定公共賃貸住宅 ４２１千円

・旭台特定公共賃貸住宅 ３，０８１千円

・あかね団地特定公共賃貸住宅 ４，１２８千円

特定公共車庫使用料 決算額 ７０１千円（６９６千円）

・旭台特定公共賃貸住宅車庫 ３１７千円

・あかね団地特定公共賃貸住宅車庫 ３８４千円

定住促進住宅使用料 決算額 ２，４００千円（２，３８６千円）

・旧長寿園職員住宅 １，９２０千円

・旧町職員住宅 ４８０千円

おためし暮らし住宅使用料 決算額 １８７千円（２２６千円）

河川使用料 決算額 ７１千円（７９千円）

<教育使用料>

（担当：教育委員会教育グループ）

学校体育館使用料 決算額 ３２千円（３２千円）

町体育館使用料 決算額 １２６千円（１２５千円）

柔剣道場使用料 決算額 １９千円（１０千円）

町民センター使用料 決算額 １３０千円（１２１千円）

郷土資料館入館料 決算額 １７千円（１６千円）

小頓別多目的集会施設使用料 決算額 １４千円（３６千円）

山村水泳プール使用料 決算額 １８千円（１８千円）

<総務手数料>

（担当：総務課住民グループ・建設課建設グループ）

戸籍手数料 決算額 ４７３千円（４８５千円）

住民登録手数料 決算額 ２４９千円（２６２千円）

証明手数料 決算額 ２４６千円（２３５千円）

臨時運行許可手数料 決算額 ６千円（３千円）

地籍成果簿閲覧手数料 決算額 １２８千円（１１４千円）

屋外広告物設置許可手数料 決算額 ５千円（６千円）

<衛生手数料>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

犬登録手数料 決算額 １５千円（９千円）

狂犬病予防接種済票交付手数料 決算額 ３６千円（４２千円）

一般廃棄物処理手数料 決算額 ３，５８７千円（３，４４７千円）
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歯科診療所事務取扱手数料 決算額 ０千円（１０千円）

<農業手数料>

（担当：農業委員会・産業課産業グループ）

現地目証明手数料 決算額 ７千円（６千円）

町営牧場捕獲手数料 決算額 ６１４千円（６１４千円）

・一般育成牛 ４２千円

・授精対象牛 ５７２千円

有害鳥獣処理手数料 決算額 ６７千円（５６千円）

交通事故等によって中頓別町有害鳥獣等処理施設に搬入されたエゾシカの処理手数料とし

ての収入です。

国庫支出金

<民生費国庫負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当国庫負担金 決算額 ８，００１千円（９，９６８千円）

中学終了までの児童を持つ家庭に支給される児童手当に対して交付されました。

国民健康保険基盤安定国庫負担金 決算額 １，６８０千円（１，８９２千円）

市町村が行う国民健康保険の保険税軽減を図り、財政の安定化を目的に交付されました。

障害者自立支援給付費国庫負担金

決算額 ４３，８５５千円（４７，９２６千円）

市町村が負担する障害福祉サービス費等に対して交付されました。

・障害者自立支援給付費負担金 ４３，３６７千円

・障害者医療費負担金 ４８８千円

未熟児医療費等国庫負担金 決算額 １７５千円（５００千円）

低体重や早産等で身体の発育が未熟なまま生まれたために、入院養育が必要な乳児に対す

る補助として交付されました。

障害児入所給付費国庫負担金 決算額 ９０千円（１８０千円）

市町村が負担する障害児入所施設等における児童等の入所後又は委託後の保護に必要な費

用等に対して交付されました。

低所得者保険料軽減負担金 決算額 １，９６８千円（１，８２９千円）

介護保険の１号保険料について、所得が低い層（第１～３段階保険者）に対する保険料を

軽減しその軽減分に対して２分の１相当額が交付されました。
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<衛生費国庫負担金>

（担当：保健福祉課保健グループ）

保健衛生費国庫負担金 決算額 ８，１３３千円（８，１９８千円）

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について、予防接種法の臨時接種として、

国、道、市町村の協力により、円滑な接種を実施するため接種実績に応じた額が交付されま

した。

・新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金 ８，１３３千円

<総務費国庫補助金>

（担当：総務課住民グループ・政策経営課政策経営グループ・

産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

地方創生推進交付金 決算額 ８，９７０千円（８，７３９千円）

地方の社会的課題解決、魅力向上の取組を加速化・深化する観点から、地域再生計画や地

方版総合戦略を策定し、地方創生のための実施計画を定め、これに基づいて実施する事業に

対して交付されました。

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金

決算額 １４千円（１６千円）

年金生活者に対する支援業務手続に要する経費に対して交付されました。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

決算額 ９１，２２１千円（８７，９１２千円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止及び感染拡大の影響を受けている地域経済や住

民生活の支援を通じた地方創成を図る事業、また、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高

騰の影響を受けた生活者や事業者の負担軽減を図る事業に対して交付されました。

社会保障・税番号制度システム事業費補助金

決算額 ９，８１３千円（９，８６３千円）

マイナンバーカードの利便性の向上を図るとともに、地域の活性化・消費喚起の推進等を

図るため、マイナポータルと基幹システムのオンライン接続を計画的・安定的に実施し、住

民の利便性の向上及び地方公共団体の行政運営の効率化を実現するために交付されました。

・社会保障・税番号制度システム事業費補助金 ５，７２０千円

・個人番号カード交付事業費補助金 ３６６千円

・デジタル基盤改革支援補助金 ３，６６８千円

・マイナポイント事業費補助金 ５９千円

特定地域づくり事業推進交付金 決算額 １，７３８千円（２，２０６千円）

特定地域づくり事業協同組合の事業費のうち、対象となる事業費の４分の１を限度として

交付されました。

地域再エネ導入戦略策定支援事業補助金

決算額 ７，０１２千円（７，０１２千円）

地域の再生エネルギーの地産地消とそこで得られた収益を地域再生エネルギーの開発等に
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還元することにより、地域の脱炭素化と地域活性化に貢献し、地域エネルギー収支の改善に

資する事業実施・運営体制を構築するため、事業スキームや事業性の検討、事業体の設立等

に対して交付されました。

デジタル基盤改革支援補助金 決算額 ９７９千円（９７９千円）

令和７年度までに、クラウド・コンピューティング・サービス関連技術を活用して提供さ

れる、標準準拠システムへの計画的かつ円滑な移行を図り、住民の利便性の向上及び地方公

共団体の行政運営の効率化を早期に実現するために交付されました。現行システムで使用し

ている外字と、文字情報基盤文字との同定作業、ガバメントクラウドへのデータ移行作業、

データクレンジング等に要する経費が対象でした。

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

決算額 ２，６２９千円（２，６７８千円）

※令和３年度からの繰越明許費です。

社会保障・税番号制度の導入等に係る情報システムの整備に要する経費について補助し、

マイナンバーカード所有者の転出・転入手続のワンストップ化の実現を図るために交付され

ました。

<民生費国庫補助金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども・子育て支援交付金 決算額 １０，２２６千円（７，１３４千円）

利用者支援事業・放課後児童健全育成事業・一時預かり事業等に対して交付されました。

地域生活支援事業費国庫補助金 決算額 ４６７千円（７７０千円）

市町村が実施する成年後見制度利用支援事業や日常生活用具給付等事業等に要した費用に

対して交付されました。

保育対策等総合支援事業費補助金 決算額 ５００千円（５００千円）

保育人材確保のための総合的な対策として、保育の周辺業務や補助業務に係るＩＣＴ等を

活用した業務システムの導入等の支援に対して交付されました。

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業補助金

決算額 ４，５０４千円（４，７１１千円）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々が、速やか

に生活・暮らしの支援を受けられるよう実施した住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付

金給付事業に対して交付されました。

・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費補助金 ４，０２０千円

・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事務費補助金 ４８４千円

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業補助金

決算額 ５１０千円（５１０千円）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、その影響により苦しんでいる子育て

世帯を支援する観点から、臨時的な給付措置として、高校生までの子どもがいる世帯に対す

る臨時特別給付金の給付事業に対して交付されました。
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・子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金 ５００千円

・子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金 １０千円

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業補助金

決算額 １，７０８千円（１，７９３千円）

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま

え、臨時的な措置として特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対

する、価格高騰緊急支援給付金の給付事業に対して交付されました。

・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費補助金 １，６２０千円

・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事務費補助金 ８８０千円

<衛生費国庫補助金>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

保健衛生費補助金 決算額 ６，９１５千円（７，０８９千円）

市町村が実施する感染症対策、地域保健医療推進対策等の事業に対して医療の確保と健康

づくりを推進することを目的に交付されました。

・感染症予防事業費国庫補助金 ８３千円

・疾病予防対策事業費等補助金 ３３千円

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金 ５，７８７千円

・母子衛生費国庫補助金 １０４千円

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 ９０８千円

クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金

決算額 ０千円（８５０千円）

新型コロナウイルス感染症による半導体不足の影響により、ＥＶ車(日産リーフｅ＋Ｘ)及

び充電設備(ＥＶパワー・ステーションＶ２Ｈ)の納入が遅れたため、令和４年度中に交付さ

れませんでしたが、令和５年度に交付される見込みです。

出産・子育て応援交付金 決算額 １，６０５千円（１，６０４千円）

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てま

で一貫した支援を目的に、助産師・保健師が相談支援等を行う伴走型相談支援に係る人件費

等の経費や、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対して行う出産育児関

連用品の購入費助成に対して交付されました。

<土木費国庫補助金>

（担当：建設課建設グループ）

道路橋梁費補助金 決算額 １３６，６８３千円（２００，５５４千円）

※うち、２４，９６６千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

※うち、６３，８７１千円は、令和４年度への繰越明許費です。

社会資本整備総合交付金（道路事業）及び道路メンテナンス事業補助（橋梁長寿命化事業）

として交付されました。
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・秋田原野線交付金工事補助金 ４５，９１８千円

・雪寒機械更新事業補助金 ２，９９６千円

・中頓別弥生線交付金事業補助金 ４６，１９１千円

・道路長寿命化事業補助金 １，６７１千円

・橋梁長寿命化事業補助金 １４，９４１千円

・中頓別弥生線交付金事業補助金（繰越） ２４，９６６千円

公営住宅建設事業等補助金 決算額 ２４，６０２千円（２４，６０５千円）

社会資本整備総合交付金（営繕事業）として交付されました。

・危険廃屋解体撤去助成金事業 １，２５０千円

・西団地公営団地外壁改修工事 ６，２８４千円

・あかね団地公営住宅解体工事 ７，９２３千円

・民間賃貸住宅建設補助 ８，１００千円

・家賃の減免に係る事業 １，０４５千円

<教育費国庫補助金>

（担当：教育委員会教育グループ）

へき地児童生徒援助費補助金 決算額 １８千円（１８千円）

小学校１学年及び第４学年並びに中学校第１学年の児童生徒を対象として行う心電図検査

料に対して交付されました。

公立学校情報機器整備費補助金 決算額 ２９４千円（２５７千円）

小中学校において情報機器を活用するための支援体制の整備に対して交付されました。

学校保健特別対策事業費補助金 決算額 ９００千円（９００千円）

学校教育活動の着実な継続のため、密閉・密集・密接を回避し、児童生徒・教職員等の感

染症対策を目的とした経費に対して交付されました。

<総務費委託金>

（担当：総務課総務グループ・総務課住民グループ）

外国人登録事務委託金 決算額 １６４千円（１６９千円）

外国人に対する住民民登録手続きに要する経費に対して交付されました。

自衛官募集事務委託金 決算額 １８千円（１９千円）

自衛官募集に要する経費として交付されました。

参議院議員選挙委託金 決算額 ３，０９１千円（３，４８０千円）

令和４年７月１０日執行の参議院議員選挙に要する経費に対して交付されました。

<民生費委託金>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課福祉グループ）

国民年金事務委託金 決算額 １，１６２千円（９４４千円）

国民年金事務である、加入・変更・死亡の届出等に要する経費に対して交付されました。
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児童福祉委託金 決算額 ６千円（５千円）

特別児童扶養手当事務を執行するための経費として交付されました。

<教育費委託金>

（担当：教育委員会新しい学校づくり推進室）

新しい時代の学びの環境整備先導的開発事業委託金

決算額 ６，７００千円（６，９８８千円）

新しい時代の学びに対応した施設環境を発案・具体化する基本計画の策定の支援を目的と

した事業に対して交付されました。

道支出金

<総務費道負担金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

土地利用対策事業道負担金 決算額 ２６千円（２６千円）

国土利用計画法の規定による土地取引の届出や遊休土地の利用促進、監視区域の調査に関

する事務事業に対して、適正な執行を図ることを目的として交付されました。

<民生費道負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当道負担金 決算額 ４，１０２千円（２，２１６千円）

中学終了までの児童を持つ家庭に支給される児童手当に対して交付されました。

社会福祉費道負担金 決算額 ８９４千円（９６７千円）

民生委員等関係経費負担金取扱要綱に基づき民生委員の活動に対して交付されました。

・民生委員活動費負担金 ５２０千円

・民生委員協議会活動推進費負担金 ３７４千円

国民健康保険基盤安定道負担金 決算額 ４，５３０千円（７，４４４千円）

市町村が行う国民健康保険の保険税軽減を図り、財政の安定化を目的に交付されました。

障害者自立支援給付費道負担金 決算額 ２９，９３９千円（２３，９６３千円）

市町村が負担する障害福祉サービス費等に対して交付されました。

・障害者自立支援給付費負担金 ２９，６０２千円

・障害者医療費負担金 ３３７千円

後期高齢者医療保険基盤安定道負担金

決算額 ７，４０２千円（８，３６２千円）

後期高齢者医療保険の保険料軽減を図り、財政の安定化を目的に交付されました。

未熟児医療費等道負担金 決算額 ０千円（２５０千円）

低体重や早産等で身体の発育が未熟なまま生まれたために、入院養育が必要な乳児に対す
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る補助として交付されますが、令和４年度においては、実績がありませんでした。

障害児入所給付費道負担金 決算額 ９７千円（９０千円）

市町村が負担する障害児入所施設等における児童等の入所後又は委託後の保護に必要な費

用等に対して交付されました。

低所得者保険料軽減負担金 決算額 ９３０千円（９１４千円）

介護保険の１号保険料について、所得が低い層（第１～３段階保険者）に対する保険料を

軽減しその軽減分に対して４分の１相当額が交付されました。

<総務費補助金>

（担当：総務課総務グループ・政策経営課政策経営グループ・保健福祉課福祉グループ）

深地層研究施設周辺地域特別対策事業補助金

決算額 １０，３３６千円（１０，３３６千円）

電源開発事業の理解促進及び電気の大量消費地域が受ける利益を電気の製造地域に還元す

ることを目的に、発電用施設等の周辺地域での公共用施設の整備や住民福祉の向上に資する

事業に対して交付されました。

地域づくり総合交付金 決算額 ４，９５０千円（４，９５０千円）

地域の創意と主体性に基づく地域の特性や優位性を生かした取り組みの促進を図るため、

地域課題の解決や地域活性化を目的として取り組む事業に対して交付されました。

・防災対策事業 ４，２００千円

・福祉灯油事業 ７５０千円

<民生費補助金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

老人クラブ運営費補助金 決算額 ２１３千円（２１２千円）

北海道老人クラブ活動推進事業実施要綱に基づき、老人クラブ連合会が行っている活動に

対して交付されました。

ひとり親家庭及び重度心身障害者補助金

決算額 ２，１０６千円（３，０２７千円）

北海道医療給付事業補助金要綱に基づき、重度心身障害者及びひとり親家庭の医療費に係

る補助に対して交付されました。

・重度心身障害者医療給付費事業補助金 １，９１７千円

・重度心身障害者医療事務費補助金 １７３千円

・ひとり親家庭等医療事務費補助金 １６千円

乳幼児医療補助金 決算額 ４３６千円（１，４５６千円）

北海道医療給付事業補助金要綱に基づき、乳幼児の医療費及び就学児の一部の医療費に係

る補助に対して交付されました。

地域生活支援事業費道補助金 決算額 １７３千円（３８５千円）

市町村が実施する成年後見制度利用支援事業や日常生活用具給付等事業等に要した費用に
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対して交付されました。

子ども・子育て支援交付金 決算額 ５，５８９千円（７，１３４千円）

利用者支援事業・放課後児童健全育成事業・一時預かり事業等に対して交付されました。

妊産婦安心出産支援事業費補助金 決算額 ８２千円（１６３千円）

分娩可能な参加医療機関までの距離が遠く、健康診査や出産に係る交通費の助成に対して

交付されました。

多子世帯の保育料軽減支援事業費補助金 決算額 ８０１千円（８１４千円）

保育所を利用する第２子以降の３歳未満の保育料無償化事業に係る費用に対して交付され

ました。

地域自殺対策緊急強化推進事業補助金 決算額 ７１５千円（８０５千円）

地域自殺対策強化交付金要綱に基づき、自殺対策を主たる目的として対面や電話等の相談

支援体制の拡充等に対して交付されました。

市町村高齢者世帯等生活支援事業費補助金 決算額 ９０６千円（９５４千円）

コロナ禍における原油価格や物価の高騰の影響を受ける低所得の高齢者世帯及び障がい者

世帯に対して、その影響緩和を行う市町村を支援することを目的に交付されました。

<衛生費補助金>

（担当：保健福祉課保健グループ）

健康増進事業補助金 決算額 ４７７千円（５８９千円）

市町村が行う各種健（検）診事業や健康教育事業等、健康増進を目的に行っている事業実

績に対して交付されました。

在宅医療提供体制強化事業補助金 決算額 １，５００千円（１，５００千円）

国保病院での訪問看護事業を実施し在宅医療の充実と推進することを目的に交付されまし

た。

出産・子育て応援交付金 決算額 １１６千円（１１６千円）

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てま

で一貫した支援を目的に、助産師・保健師が相談支援等を行う伴走型相談支援にかかる人件

費等の経費や、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対して行う出産育児

関連用品の購入費助成として交付されました。

<農林業費補助金>

（担当：農業委員会・産業課産業グループ）

農業委員会補助金 決算額 ３，９７９千円（４，０７８千円）

農業委員会促進事業及び機構集積支援事業に対して交付されました。

・農業委員会活動推進事業交付金 ２，１５１千円

・機構集積支援事業交付金 １５９千円

・農地利用最適化交付金 １，６３８千円

・情報収集等業務効率化支援事業補助金 ３１千円
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造林事業補助金 決算額 ９，６２４千円（９，４４９千円）

町有林の間伐・下刈り・造林事業を実施する森林環境保全直接支援事業に対して交付され

ました。

・町有林除間伐事業補助金 ３，６６８千円

・町有林下刈事業補助金 ２，８３５千円

・町有林造林事業補助金 ３，１２１千円

森林保護事業補助金 決算額 １１９千円（１１２千円）

野ネズミ駆除剤散布を実施する森林保護事業に対して交付されました。

林道開設事業補助金 決算額 ９，０８８千円（９，０８８千円）

林道等整備工事事業に対して交付されました。

・林業専用道天北線開設事業補助金 ９，０８８千円

大家畜経営改善支援資金利子補給補助金 決算額 ２千円（２千円）

各種制度資金利子補給事業のうち、大家畜経営改善支援資金利子補給事業に対して交付さ

れました。

農業経営基盤強化資金利子補給事業補助金 決算額 ６千円（６千円）

認定農業者支援事業における、農業経営基盤強化資金利子助成事業に対して交付されまし

た。

畜産経営維持緊急支援資金利子補給補助金 決算額 ７１千円（７１千円）

各種制度資金利子補給事業のうち、畜産経営維持緊急支援資金利子補給事業に対して交付

されました。

中山間地域等直接支払交付金 決算額 ２９，７９５千円（２９，７９５千円）

中山間地域等直接支払交付金事業に対して交付されました。

中山間地域等直接支払推進交付金 決算額 ６２千円（６２千円）

中山間地域等直接支払交付金事業を円滑に推進するため交付されました。

ふるさとの山づくり総合対策事業補助金

決算額 ３，３５５千円（３，３５５千円）

民有林の造林事業の支援を行う豊かな森づくり推進事業に対して交付されました。

大家畜特別支援資金利子補給事業補助金 決算額 １４１千円（１４１千円）

各種制度資金利子補給事業のうち、大家畜特別支援資金利子補給事業に対して交付されま

した。

農業次世代人材投資事業補助金 決算額 １，５００千円（１，５００千円）

新規就農者の経営安定化を図るため交付されました。

農業次世代人材投資事業推進事業補助金 決算額 ２９８千円（２９８千円）

当該事業を円滑に推進するために必要な事務経費に対して交付されました。

多面的機能支払事業補助金 決算額 ２，７７６千円（３，０３３千円）

多面的機能支払事業に対して交付されました。
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次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業補助金

決算額 ７４０千円（７４０千円）

草地整備型公共牧場整備事業において、参加農家が行う排水整備改良工事に対して交付さ

れました。

鳥獣被害防止総合対策事業補助金 決算額 ３，９９９千円（３，９９９千円）

国が実施する鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業により、エゾシカの捕獲に対して交付さ

れました。

地域づくり総合交付金 決算額 ２３０千円（２５０千円）

上記鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の対象外となるエゾシカの捕獲に対して交付され

ました。

・中頓別町エゾシカ有害捕獲事業 ２３０千円

<教育費補助金>

（担当：教育委員会教育グループ）

教育支援活動促進事業補助金 決算額 ６５９千円（６９８千円）

地域活性化のための仕組みづくりや施策を組み合わせ、地域気を将来を担う子どもたちを

育成し、地域創成の実現を目指すため交付されました。

・北海道学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金

<総務費委託金>

（担当：総務課総務グループ・総務課住民グループ・政策経営課政策経営グループ）

統計調査事務委託金 決算額 ３５千円（４１千円）

各種統計調査事務を執行するための経費として交付されました。

・学校基本調査市町村交付金 ８千円

・経済センサス調査区管理市町村交付金 ４千円

・住宅・土地統計調査単位区設定市町村交付金 ２３千円

徴税費事務委託金 決算額 ２，４２４千円（２，４０３千円）

当該年度の納税義務者数を基準として、住民税事務に要する経費に対して交付されました。

戸籍住民登録費委託金 決算額 １０千円（８千円）

国が実施する厚生統計調査に伴い、町の人口動態調査事務に要する経費に対して交付され

ました。

・人口動態調査事務委託金 １０千円

北海道権限移譲事務委託金 決算額 １１６千円（１００千円）

権限の移譲事務に要する経費として交付されました。

知事・道議会議員選挙委託金 決算額 １，７２５千円（２，１２９千円）

令和５年４月９日執行の知事・道議会議員選挙に要する経費に対して交付されました。
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<農林業費委託金>

（担当：産業課産業グループ）

家畜法定伝染病事務委託金 決算額 １千円（１千円）

家畜のみつばちふそ病検査手数料及び証明書発行手数料として交付されました。

農業農村整備事業監督等補助業務委託金 決算額 ９６千円（９５千円）

道営草地整備型公共牧場整備事業の円滑な事業実施を進めるための経費に対して交付され

るました。

<土木費委託金>

（担当：建設課建設グループ）

河川管理委託金 決算額 ８４７千円（８２２千円）

樋門樋管を管理するための経費として交付されました。

建築基準法業務委託金 決算額 ４４千円（１３千円）

建築基準法事務を執行するための経費として交付されました。

建設リサイクル法業務委託金 決算額 １０千円（１０千円）

建築リサイクル法事務を執行するための経費として交付されました。

財産収入

<財産運用収入>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

利子及び配当金 決算額 ９２千円（８３千円）

町が所有する基金の利子及び有価証券の配当金です。

・株式配当金 ９千円

・基金利子 ８３千円

<財産貸付収入>

（担当：建設課建設グループ）

土地貸付収入 決算額 ２，６２４千円（２，６４２千円）

町が所有する土地の貸付けにより得た収入です。

・北海道電力（株）他 ２，０７６千円

・国営草地弥生団地採草地貸付収入 ５４８千円

建物貸付収入 決算額 ２，８４５千円（２，７４４千円）

町が所有する建物の貸付けにより得た収入です。

・教職員住宅貸付料 ２，８４５千円

施設貸付収入 決算額 ４，９８２千円（５，５３５千円）

町が所有する施設の貸付けにより得た収入です。
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・旧中頓別加工事務所貸付料 ５８千円

・旧敏音知教員住宅貸付料 ９０千円

・旧松音知教員住宅貸付料 ７９千円

・旧小頓別教員住宅貸付料 ５１０千円

・旧宮下土木現業所車庫貸付料 ３９千円

・旧町職員住宅貸付料 １，００１千円

・旧農業高校教員住宅貸付料 ２，３２３千円

・旧公衆浴場黄金湯貸付料 １２４千円

・町有施設貸付料 ３１千円

・宗谷森林管理署中頓別公務員宿舎貸付料 ２３５千円

・旧消防吏員待機宿舎貸付料 ４９２千円

<物品売払収入>

（担当：建設課建設グループ）

物品売払収入 決算額 １７６千円（１千円）

町が所有する物品の売払いにより得た収入です。

・自動車学校除雪車両売払 １７６千円

<生産物売払収入>

（担当：産業課産業グループ）

立木売払収入 決算額 ９，３１６千円（８，１５８千円）

町が実施する町有林の主伐や間伐で発生した立木の売払い等の収入です。

寄附金

<一般寄附金>

（担当：総務課総務グループ）

一般寄附金 決算額 ２，１１０千円（１千円）

一般寄附金として、企業及び個人から４件の寄附をいただきました。

<指定寄附金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

指定寄附金 決算額 ５，１０４千円（３，２００千円）

「豊かな自然環境の保全及び活用」や「未来を担う子どもの健全育成及び教育」等の使途

を特定した寄附（ふるさと納税）や、地域公共交通確保対策プロジェクトへの寄附（企業版

ふるさと納税）をいただきました。

・ふるさと納税 ３，６０４千円
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・企業版ふるさと納税 １，５００千円

繰入金

<長寿園施設改修拡張事業基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

長寿園施設改修拡張事業基金繰入金

決算額 ２７，２０５千円（２７，２０５千円）

老人ホーム長寿園の施設改修拡張事業に要する経費の財源として積立した基金です。事業

実施時に発行した過疎対策事業債の令和４年度償還分に充てるため取り崩しました。

<地域活性化基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地域活性化基金繰入金 決算額 ７９，１９３千円（７９，１９３千円）

地域医療の確保、住民の日常的な交通手段の確保をはじめ、地域住民が将来にわたり安心

して暮らすことができる地域社会の実現を図るための経費の財源として積立した基金です。

過疎対策事業債及び辺地対策事業債の令和４年度償還分に充てるため取り崩しました。

・ソフト分 ７２，５０７千円

・ハード分 ６，６８６千円

<まちづくり基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

まちづくり基金繰入金 決算額 １５，０１４千円（１５，４４２千円）

まちづくりに資する事業の財源として積立した基金です。第８期総合計画における町民ア

イデアである「７つのアクション」のフォローアップやこれからの学校づくりワークショッ

プ等の経費に充てるため取り崩しました。

<未来を担うこどもの健全育成と教育の基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

未来を担うこどもの健全育成と教育の基金繰入金

決算額 ０千円（５，２７０千円）

次代を担うこども達の健やかな成長と教育の向上に資する事業の財源として積立した基金

です。令和４年度は取り崩しを行いませんでした。
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<地方創生基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方創生基金繰入金 決算額 ８，９５７千円（３０，６９８千円）

人口減少対策、地方創生を目的とした事業の財源として積立した基金です。民有林森林整

備事業の推進を図る林業者への助成や商工業振興支援補助金制度による商工業者への支援等

の経費に充てるため取り崩しました。

<公共施設整備等基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

公共施設整備等基金繰入金 決算額 ９５，５５４千円（１０２，４０９千円）

公共施設の整備及び解体に要する経費の財源として積立した基金です。役場庁舎議場音響

映像設備改修や公営住宅の維持管理（西団地の外壁改修やあかね拡充団地のＩＨクッキング

ヒーター更新等）等の経費に充てるため取り崩しました。

<畜産振興基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

畜産振興基金繰入金 決算額 ２，９８０千円（２，９８０千円）

畜産振興に資する経費の財源として積立した基金です。牧草地更新を実施した酪農家への

補助の経費に充てるため取り崩しました。

<奨学金等償還支援基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

奨学金等償還支援基金繰入金 決算額 １，６７４千円（１，６７４千円）

中頓別町内における就業を促進し、地域の担い手となる人材を確保するため、奨学金等の

償還支援を行い、若者の町外流出の抑制と町外からの流入と定住の促進を図ることを目的と

した施策に要する経費の財源として積立した基金です。令和４年度償還支援の経費に充てる

ため取り崩しました。

<森林環境譲与税基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

森林環境譲与税基金繰入金 決算額 １３，７４１千円（１４，３１２千円）

間伐や人材育成、担い手確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に必

要な事業に要する経費の財源として積立した基金です。公共施設の木質化・木造化に向けた

検討や公共施設への薪ストーブ導入等の経費に充てるため取り崩しました。
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諸収入

<預金利子>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

預金利子 決算額 ９千円（３０千円）

各金融機関へ預け入れしている定期預金の利子です。

<中小企業融資貸付金収入>

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

中小企業融資貸付金収入 決算額 ２０，０００千円（２０，００２千円）

中頓別町中小企業振興資金融資条例に基づき、令和４年度に町から金融機関に預託してい

た資金です。同条例では、町内中小企業の育成振興、経営の合理化を促進するため、金融機

関から町内中小企業へ有利な融資を行っています。

<後期高齢者医療広域連合受託事業収入>

（担当：保健福祉課保健グループ）

後期高齢者医療広域連合受託事業収入

決算額 ８，４０７千円（８，０８０千円）

後期高齢者医療広域連合から委託を受けて実施している事業に要する経費として支払われ

た収入です。

・高齢者健康診査事業委託料 ３１６千円

・後期高齢者歯科健康診査事業委託料 ３２千円

・保健・介護一体的実施推進事業委託料 ７，５５９千円

・健康診査等受診率向上特別事業費補助金 ５００千円

<介護保険サービス収入>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

居宅介護予防サービス計画費収入 決算額 ５９６千円（６００千円）

介護予防支援事業所の介護支援専門員が、要支援者の介護予防サービス計画（ケアプラン）

の作成に対する報酬として支払われた収入です。

<雑入>

雑入 決算額 ７２，８１５千円（６６，６１４千円）

※うち、９，９７２千円は令和３年度からの繰越明許費です。

他の歳入科目に該当しない収入です。

・電気料 １２１千円

・学校健康会掛金 ３８千円
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・重度心身障害者等高額療養費個人負担金 ２２５千円

・公営住宅等し尿浄化槽委託料個人負担金 １０９千円

・生命保険団体取扱手数料 ６５千円

・こども園職員給食代 ３８９千円

・雇用保険個人負担分 ４１３千円

・農業者年金事務委託金 ３４３千円

・宝くじ交付金 ４，４１５千円

・後期高齢者医療広域連合長寿・健康増進事業特別対策補助金 １０２千円

・リサイクル売り渡し代金 １，３０２千円

・廃食油売渡代金 ５千円

・日本スポーツ振興センター共済掛金 １３千円

・草地畜産基盤整備事業参加者負担金 １４，２０５千円

・印刷代 ４０千円

・コピー代 ６９千円

・地図代 １千円

・鍾乳洞ふれあい公園協力金 ８５千円

・著作権利用料 ２千円

・建物災害共済保険 ２６，５９２千円

・再商品化合理化拠出金 ４３千円

・郵便代 ３２千円

・狂犬病予防注射案内文書郵送料負担金 ２千円

・いきいきふるさと推進事業助成金 １，０００千円

・飲用乳等売上料 １，９６３千円

・研修センター研修受講助成金 ３３４千円

・まちづくり・人づくり推進交付金 ４５６千円

・地域づくり研修会助成金（社会教育推進事業） １５３千円

・ライドシェアガソリン代 １２千円

・中頓別町受託事業に係る清算金 １，２１４千円

・精通者謝金 ４千円

・訪問介護サービスセンター運営事業補助清算金 ７５９千円

・在宅老人デイサービスセンター運営事業補助清算金 ２，７９２千円

・地域づくり研修会助成金（環境保全活動推進事業） １６０千円

・香典袋代 ３千円

・時間外勤務手当 ５２千円

・新生児聴覚検査課税誤り返金 １千円

・ライドシェア保険料払戻金 ２１千円

・地域生活サポート利用料 １０千円

・銃猟免状取得補助金返還金 ８５千円



22

・名寄市立大学実習謝礼金 １２千円

・家電４品目代理処分料 ４千円

・振込手数料過剰徴収返金に伴う法定利息 ３千円

・節電プログラム促進事業 ２００千円

・がん保険集金事務費 ７９千円

・生命共済保険推進交付金 ３８千円

・農地保有合理化事業等委託金 １４千円

・北海道町村会派遣職員人件費負担金 ４，８６３千円

・草地畜産基盤整備事業参加者負担金（繰越） ９，９７２千円

町債

<過疎対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

過疎対策事業債 決算額 ４９８，６００千円（５８８，５００千円）

※うち、２７，６００千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

※うち、８９，０００千円は、令和４年度への繰越明許費です。

過疎地域持続的発展市町村計画に基づき実施する事業の財源として発行しました。

・過疎地域持続的発展特別事業 ６７，２００千円

・森林管理道松麿線開設事業 １５，８００千円

・橋梁長寿命化修繕事業 ６，６００千円

・消火栓移設事業 ２，６００千円

・医療機械器具購入事業 ４，７００千円

・特定環境保全公共下水道整備事業 ２３，９００千円

・中頓別弥生線交付金事業 ２２，３００千円

・除雪機械購入事業 ５２，０００千円

・草地整備型公共牧場整備事業 ３３，９００千円

・中頓別浄水場設備更新事業 ８０，５００千円

・認定こども園園庭整備事業 ３４，３００千円

・除雪センター詰所建替事業 ２９，８００千円

・障害者支援施設整備事業 １３，８００千円

・藤井原野線整備事業 ６，５００千円

・小学校屋外運動場整備事業 １０，８００千円

・橋梁添架管・配水管布設替事業 ２，６００千円

・地域交通維持車両購入事業 ２０，０００千円

・スクールバス購入事業 ４３，７００千円

・特定環境保全公共下水道整備事業（繰越） １４，８００千円
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・中頓別弥生線交付金事業（繰越） １２，８００千円

<辺地対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

辺地対策事業債 決算額 ３８，５００千円（３８，５００千円）

辺地総合整備計画に基づき実施する事業の財源として発行しました。

・林業専用道天北線開設事業 ８，７００千円

・秋田原野線交付金事業 ２９，８００千円

<臨時財政対策債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

臨時財政対策債 決算額 １９，０１９千円（１９，０１９千円）

地方交付税が財源不足額に満たなかったため、不足額の補填として発行しました。

<緊急自然災害防止対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

緊急自然災害防止対策事業債 決算額 １２，０００千円（１２，０００千円）

緊急自然災害防止対策事業計画において緊急に実施するべき事業として位置付けられた災

害発生予防及び災害拡大防止に係る事業の財源として発行しました。

・道路施設予防保全事業 ３，８００千円

・積雪監視システム導入事業 ８，２００千円

【 歳出 】

議会費

<議会費>

（担当：議会事務局）

議会事務事業 決算額 ４７，８３７千円（４８，０６４千円）

この経費は、主として議員の報酬、期末手当、定例会や臨時会、各委員会等の会議出席に

伴う費用弁償に使われる他、町議会の活動状況を広く町民に周知し、議会に対する理解と認

識を深めてもらうための議会広報発行費用、議事録作成にかかる会議録調製委託料、事務局

職員の人件費等に充てました。

■議員に関する経費

●議員の報酬、期末手当、議員共済負担金・事務費 ２７，７２９千円

●定例会や臨時会、各委員会、研修や視察等の費用弁償 ４２６千円

●議員公務災害補償組合負担金 ５５千円
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■職員に関する経費

●事務局職員の給料、各種手当、共済組合負担金 １５，９６２千円

●事務局職員の普通旅費、協議会負担金 １５０千円

●退職手当組合事前納付金、退職手当組合負担金 １，５６５千円

●管内議長会各種負担金 ５５千円

■事務的経費

●議会だより印刷費 ８１５千円

●議会だより配付料 ２千円

●車両燃料費、高速料金 ２７千円

●法令集追録代や議会関連雑誌定期購読代、消耗品代 ２５２千円

●会議録調製委託料 ７０２千円

●大型車両運転業務費用弁償 ９千円

●大型車両運転業務費委託料 ６５千円

■その他の経費

●議長交際費 ２３千円

【参 考】

総務費

〈一般管理費〉

（担当：総務課総務グループ）

儀式典礼事業 決算額 ７２千円（７３千円）

自治記念式、楢原民之助氏慰霊祭等の儀式に要した経費です。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一部事業（神社祭）は中止となりましたが、新

年交礼会、自治記念式、楢原民之助慰霊祭を実施しています。

行政改革事務事業 決算額 １６千円（３２千円）

平成１７年度に策定した中長期行財政運営計画に基づき、適切に行財政改革を推進してい

くため、行政改革推進委員会がその進捗状況を監視し必要な提言を行っています。令和４年

○宗谷管内町村議会議員年収比較

（令和４年７月１日現在）

町村名
順 議長 順 副議長 順 委員長 順 議員

（円） 位 （円） 位 （円） 位 （円）

中頓別町 ⑥ 3,562,500 ⑦ 2,864,250 ⑦ 2,707,500 ⑦ 2,550,750

管内平均 3,795,722 3,105,083 2,947,117 2,789,150

（順位は、宗谷管内８町１村中の順位）
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度はデイサービスセンター及び訪問介護事業の直営化等に伴う定員管理計画の変更点やテレ

ワークの実施状況を報告したほか、中頓別学園の財政運営面の明確化等について提言を受け

ています。

自衛官募集事務事業 決算額 ０千円（２７千円）

自衛隊員募集・確保のため自衛隊募集推進協議会と連携して円滑な活動を図ることとして

います。令和４年度は、自衛官募集事務委嘱者への委嘱や自衛官入隊者の激励会等に同席し

たほか、自衛官募集に係る事務を執行しました。協議会負担金は令和４年度も請求がありま

せんでした。

人事管理事務事業 決算額 ５０６，４０４千円（５１２，６０１千円）

特別職、一般職及び会計年度任用職員の給料支払いの他、共済事務や健康診断等の福利厚

生事務、職員の研修や進退に関する事務等組織の内部管理事務のために要した経費です。職

員採用については、社会人採用では３名、上級３名、専門職２名を採用しています。人事評

価では、職員一人一人が期首目標を立て、中間評価、期末評価においてそれぞれ面談を行い、

達成状況を確認することで業務推進と評価を行っています。

町村会事務事業 決算額 ２，２６３千円（２，２６３千円）

宗谷町村会は、宗谷管内のすべての町村で組織し、町村に共通する業務として、中央要望

や政策懇談会等の政務活動や、職員採用、職員研修の共同実施等の事業を行っており、それ

ぞれの町村規模に応じた経費を負担しています。

法制事務事業 決算額 ５，６３９千円（５，６９５千円）

町例規システムの保守管理、例規の改正等によるデータの更新及び条例制定や改正に関す

る審査を委託しています。令和４年度は主に定年引上げ及び個人情報保護等に係る条例改正

を行ってきています。

総務関連事務事業 決算額 ７，８５８千円（９，０６１千円）

上記の事業の他、特別職の出張旅費のほか、郵送料、図書追録等、総務の一般的な事務を

行うために必要な経費を支出しました。旅費では、新型コロナウイルス感染症の影響を受け

て会議が見送られた影響により減少しています。

職員研修事業 決算額 ４，４４９千円（５，７２３千円）

職員の意識革命、資質向上を図り、より高度な行政課題への対応、さらなる住民サービス

の向上に資するため、各種研修機関への派遣及び独自研修等を実施しています。令和４年度

では特に、ＤＸ推進に関する全管理職向けの研修、若手職員はＤＸ推進に関する知識の向上

と企画立案の手法について研修を実施しました。

中頓別町奨学金等償還支援事業 決算額 １，６７４千円（１，６７４千円）

町内事業所等に就業中、或いは就業予定があり、町内に住所があるか定住をする見込みが

ある者で、奨学金等の償還中或いは償還を予定する者に対する助成と、国家資格等取得者に

対して奨学金等の一括償還相当額の貸付を行う事業です。令和４年度は８名に奨学金償還支

援を行いました。
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〈財政管理費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

財政管理事業 決算額 １，９４８千円（２，３０６千円）

財政状況ヒアリング等に係る旅費及び車両燃料費、また、口座振替手数料や窓口収納手数

料等を支出しました。

物品管理事業 決算額 ３，９５９千円（３，９７４千円）

職員が業務上必要な事務用品やコピー機・印刷機の保守に係る経費を支出しました。

財務会計管理事業 決算額 ３，０８９千円（３，０８９千円）

※うち、２６４千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

会計処理や財務情報の管理を行うための財務会計システムの保守に係る経費を支出しまし

た。また、令和３年度からの繰越事業として実施した起債管理システムに接続している無停

電電源装置の更新についても完了しました。

・無停電電源装置 ２６４千円

〈文書広報費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

広報公聴事業 決算額 ３，８３８千円（３，９２４千円）

町民の暮らしに密着した情報や町の魅力を発信するための経費です。

・広報誌なかとんべつの発行

町が抱える様々な問題や課題、町で起きている出来事等をタイムリーにお知らせしま

した。

町民の情報に関するニーズをしっかりと捕捉し、特集等を中心に紙面の見直しを進め

ながら内容の充実を図りました。

・広報なかとんべつ お知らせ版の発行

健康相談の日程や様々な行政の情報をお知らせ版として月２回を発行し、町民への情

報提供と周知を図りました。

・街頭放送の実施

町のお知らせや緊急放送等町内（市街地のみ）への周知手段として町内の街頭放送を

運営する中頓別町街頭放送協会に加盟しています。

・町政懇談会「町長がおじゃまします」の実施

町内の希望団体、希望自治会を対象とし、令和４年度は学校づくりやカーボンニュー

トラルについて地域住民への説明会を兼ねて行いました。

〈財産管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

町有財産維持管理事業 決算額 ７５，３４９千円（７５，５６３千円）

町有財産に係る損害保険料や建物等の維持管理に関する経費を支出しました。

・マイクロバス車庫新設工事（デマンドバス及びスクールバス） ４２，９００千円
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・宮下定住促進団地造成工事 １３，９９２千円

・醸造用ブドウ栽培圃場土地購入費 ６６７千円

・町有施設関係小破修繕料（町有住宅等修繕） ３，４０４千円

役場庁舎維持管理事業 決算額 ２９，５５５千円（２９，６３３千円）

庁舎の電気料や、電話料等建物の維持管理に関する経費を支出しました。

・役場庁舎警備業務等委託料 ２，６０２千円

・議場音響映像設備改修工事 ２２，６０５千円

・役場庁舎備品購入（机、椅子） １５７千円

建設設計業務支援事業 決算額 ６，１４９千円（６，１９３千円）

町有建物等の施設整備及び維持保全に係る技術支援業務に関する経費を支出しました。

・維持保全工事等支援業務委託料 ４，６６４千円

・学校建設基本設計支援業務委託料 １，４８５千円

〈企画費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ・産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

いきいきふるさと推進事業 決算額 ６，００８千円（６，５３８千円）

町内に転入された方へ、中頓別で生活する上で必要な情報の提供を行っています。

また、結婚や子育てに対しては祝金等の贈呈や支援を行い、地域が温かい気持ちで支えあ

うまちづくりを目指しています。

・転入支援事業 中頓別町生活情報誌の配布 ４０千円

なかとん牛乳引換券の配布 ６２千円

就職祝金 ３００千円

・就学支援事業 通学用バス定期運賃補助事業 １，８３８千円

高等学校等通学家庭補助事業 ８００千円

・結婚支援事業 結婚祝金（夫婦１組３００，０００円） １，２００千円

・子育て支援事業 出生祝金 １，６００千円

・第１子～第２子 １０万円（内５万円分商工会発行商品券）

・第３子以降 ３０万円（内５万円分商工会発行商品券）

・絵本プレゼント（１歳児、１歳６ヶ月児、３歳児を対象に１人２冊

を乳幼児健診時に手渡し） ３２千円

紙オムツ、紙オムツ用ごみ袋 １３６千円

移住定住促進事業 決算額 １，１７１千円（１，１７４千円）

平成１８年度から北海道移住促進協議会に参画し、移住・定住を促進するための事業に取り

組んできています。現在は、３棟のおためし暮らし用住宅を用意して受入を行っており、令和

４年度は５組７名の方々のご利用がありました。この取り組みを通じて二地域居住や移住へと

繋げていけるよう今後も継続していきます。

・北海道移住交流促進協議会負担金 ５０千円

・ふるさと回帰支援センター正会員年会費 ５０千円
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・おためし暮らし住宅の修繕、維持管理費 ２１５千円

・備品（一眼レフカメラ）購入費用 ４５５千円

・移住フェア実施にかかる需用費、役務費、職員旅費等 ４０１千円

移住体験事業実績

環境保全活動推進事業 決算額 １２９千円（１３１千円）

ＳＤＧｓは国連による１７の国際目標であるため、地方自治体として中頓別町が２０３０

年までにすべての目標を達成できるよう、総合計画に掲げる施策目標としっかり関連性を持

たせました。これからＳＤＧｓの進捗状況を見極めるため、現行の事務事業評価作業と連動

させて国際目標の実現を推進しています。

第２期環境基本計画を策定するため、環境審議会において環境基本条例に基づいた事務事

業の実施状況から、成果と課題の洗い出しをしながら議論いただき、令和５年２月に策定し

ました。

これと併せて、２０５０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「中頓別町ゼロカー

ボンシティ宣言」を行いました。

・町環境審議会 ６回開催

企画総務事業 決算額 ６２１千円（７７５千円）

上記事業のほか、総務課政策経営室の一般的な事務を行うために必要な経費です。

・旅費 １０８千円

職員旅費 １０８千円

・需用費 ３６９千円

消耗品費 １３千円

車両燃料費 １８２千円

維持管理費（車検・夏タイヤ購入） １７４千円

・役務費（車検自賠責保険料ほか） ２２千円

・負担金 １０７千円

宗谷本線活性化推進協議会 ２０千円

農村文明創生日本塾 ３０千円

全国積雪寒冷地帯振興協議会 ２千円

全国山村振興連盟北海道支部 ４５千円

おためし暮らし 二地域居住 完全移住

～H29 84組 169 人 延 4,244 日 4組 12 人 6組 10人

H30 6組 13 人 延 375 日 － －

H31(R1) 7 組 10 人 延 400 日 － 1組 1人

R2 2組 3人 延 90日 － －

R3 4組 10 人 延 250 日 － －

R4 5組 7人 延 1,287 日 － 1組 2人

計 108組 212人 延 6,646 日 4組 12 人 8組 13人
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公益社団法人北海道国際交流・協力総合センター １０千円

・公課費（公用車重量税） １５千円

全国過疎地域自立促進連盟事業 決算額 ８４千円（８４千円）

過疎地域における産業、経済の開発振興と地域住民の生活、文化の安定向上を図る、全国

過疎地域自立促進連盟と連携し、過疎地域対策の充実強化を図っています。

総合開発委員会事業 決算額 ６，６９５千円（６，７８０千円）

令和４年度から第８期総合計画がスタートしました。この１０年間のまちづくりとなるキ

ャッチフレーズは「小さな中頓別(まち)のしあわせをデザインする」で、高齢者人口が近い

うちに減少する方向に転じ、人口減少がさらに進む時代となり、ますます小さなまちにな

ってしまいます。それでも町民一人ひとりの参加と協働により、あたたかな、安心して、

充実した暮らしのある、豊かさと楽しさを生みだすまちになることを目指します。

この計画の推進管理を重点的に行うとともに、計画策定の段階でたくさんの町民の皆さん

にご協力をいただいて策定した計画には、町民アイデアとなる「７つのアクション」となる

７チームの個別状況に合わせながら、そのフォローアップをする体制を構築（活動コーディ

ネーターの配置等）して実現できるようミーティングを重ね、各種活動となるプログラムを

企画して町民参加型の意見交換会や、ワークショップを実践してきました。取り組み内容は

広報誌やＳＮＳによる周知、情報発信も積極的に行いました。

また、今回の総合計画本編はスマートフォン等で詳細を閲覧していただく仕組みとしてウ

ェブサイトの運用とし、一人でも多くの方に閲覧していただけるように努めました。

・委員会の開催（外部評価委員会３回） ６９千円

・委員等旅費 ３千円

・活動コーディネーターの配置 ２，６２７千円

・第８期総合計画フォローアップ委託業務 ３，８７２千円

※チーム別プログラム ２７回開催 町民メンバー 延 ８３人参加

一般参加者 延１０３人参加

事務局打合せ 週１回開催

・チーム活動消耗品等 １０４千円

消耗品費（チラシ印刷ほか） ６７千円

備品購入費（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈスピーカーほか） ３７千円

・外部サーバー使用料 ２０千円

地方バス路線維持対策事業 決算額 ４４，６５４千円（４４，６５５千円）

平成元年度にＪＲ天北線が廃止され、代替バスの運行が開始し、これまで関連市町村で連

携を取り、対策協議会により様々な対策を検討してきました。

令和４年度においても、バス路線を維持するために必要な補助を行ったほか、新たな交通

体系の構築に伴う車両の購入を行いました。

・地方バス路線維持対策費補助金 ２２，６７３千円

・車両購入費 ２１，９８１千円
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土地利用等規制対策事業 決算額 ２６千円（２６千円）

国土利用計画法に基づく規制、誘導や土地取引の届出事務に要する経費です。

地域づくり活動支援補助事業 決算額 １，０７０千円（１，０７０千円）

町民による地域特性や地域資源を活かした地域づくりを推進する活動に対して補助金を交

付することにより、地域振興と町民福祉の向上を図ることを目的としています。令和４年度

は２事業に対して補助を行いました。

・新ブランド開発事業（株式会社ナカノ） ４９０千円

・民泊施設環境改善事業（澤里ファーム） ５８０千円

定住自立圏事業 決算額 ４千円（５千円）

中心市宣言（定住自立圏構想推進要綱第４に規定）を行った「稚内市」「名寄市及び士別市」

と相互に役割を分担し連携しながら、定住に必要な都市機能及び生活機能を確保し、安心し

て暮らせる定住自立圏を形成することを目的に取り組んでいます。

・職員旅費 １千円

・車両燃料費 ３千円

新エネルギー導入事業 決算額 ９，４００千円（９，４００千円）

脱炭素社会を目指した新エネルギーの導入に取り組んでおり、令和４年度は国の補助対象

事業として再生可能エネルギー導入戦略策定支援事業を行い、本町における二酸化炭素排出

量の推計と再生可能エネルギーのポテンシャルを調査し、今後の再生可能エネルギーの導入

方針を策定しました。

また、講師を招いて住民向けの再生可能エネルギー勉強会を開催しました。

・再生可能エネルギー導入戦略策定支援業務委託料 ９，３５０千円

・講師報償費 ５０千円

大崎上島町交流推進事業 決算額 ２，０９５千円（２，４２０千円）

平成２年１０月に本町の開拓の始祖である樽原民之助氏の出身地である広島県東野町（現

大崎上島町）と姉妹町の縁を結び、町民同士の交流を行っております。

令和４年度は３０周年記念事業として参加者の枠を拡大して実施しました。

・実行委員会補助金 ２，０９５千円

人口減少問題対策事業 決算額 ０千円（２４千円）

急速に進む人口減少を少しでも抑制するため、様々な施策を講じながら地域課題の解決に

向けた取り組みを推進しています。

令和２年３月に策定した人口ビジョン改訂版及び第２期総合戦略の推進管理を行うにあた

り、総合戦略推進委員会と総合開発委員会外部評価委員会が連動して事務事業評価を行う仕

組みへ見直しました。

地域青年交流の場設定事業 決算額 ２，３６４千円（２，４６４千円）

地域の青年同士の交流機会を創出すべく、なかとんべつ青年交流事業実行委員会が主体と

なって異業種間交流を進めてきました。

令和４年度は６回目となる婚活事業と関連する研修会を行いました。

婚活事業は１２月に実施し、当町の男性参加者５名、全国から応募のあった女性参加者７
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名の計１２名が参加し、２組のカップルが成立しました。

・なかとんべつ青年交流事業実行委員会補助金 ２，２６５千円

新たな生活交通路線検討事業 決算額 ６９千円（６９千円）

今後の地域の公共交通について協議するために、浜頓別町や関係機関、交通関係者及び地

域住民を構成員とした協議会を設置し、既存の路線バスに代わる新たな生活交通路線の検討

を行いました。

・協議会負担金 ６９千円

ふるさと応援寄附事業 決算額 １，４７７千円（１，４７８千円）

中頓別町を応援していただける町外の方から広く寄附金を募り、これを財源に環境保全や

子どもの健全育成等の各種事業に活かしています。

令和４年度は４３８件、３，６０４千円の寄附金をいただき、地域の特産品を返礼品とし

て贈りました。

・ふるさと応援寄附返礼 ５９９千円

・送料 ４２８千円

・手数料（サイト利用料・決済手数料等） １３４千円

・委託料（サイト運営業務・発送手配業務等） ３１６千円

企業誘致促進事業 決算額 １，７３５千円（１，７３６千円）

中頓別町企業立地促進条例に基づき、平成３１年度に完成したドリームジャンボファーム

建設に係る固定資産税相当分を株式会社デイリーソウル中頓別に対して補助しました。

広域連携事業 決算額 １７６千円（１７７千円）

東京都港区と宗谷町村会との連携事業を実施しており、みなと区民まつりへの出店やＰＲ

イベント等を実施することで、宗谷地域のブランド力向上を図っています。令和４年度は宗

谷イチ押しプロモーションに参加し、中頓別町をＰＲしました。

・普通旅費 １７４千円

・役務費 ２千円

くらしごと窓口推進事業 決算額 ８，４４３千円（８，５９９千円）

移住者が必要な情報をワンストップで発信する専用ＷＥＢサイトの運営と、町内事業者の人

手不足解消や移住者の就業先確保を目的とする中頓別町無料職業紹介所及び中頓別町特定地

域づくり事業協同組合の運営に取り組んでいます。

令和４年度では、中頓別町特定地域づくり事業協同組合の事業が開始となり、組合員である

町内事業者に組合職員を派遣し、その総派遣時間数が年間３，０００時間超となる等、町内事

業者の人手不足解消の一助となりました。

・会計年度任用職員（地域おこし協力隊員）給料等 ３，１５６千円

・中頓別町特定地域づくり事業協同組合運営助成金 ５，２５４千円

コモンズ形成事業 決算額 １８，５５３千円（１８，８３１千円）

地方創生となる取り組みとして、令和４年度から３カ年の取り組みをスタートしました。

住民相互の「共助の仕組み」を構築するため、１年目となる令和４年度は次のとおり各種取

り組みを実践してきました。



32

１つ目の「関係人口を交えたコモンズ形成」では、北海道大学（関係人口）と連携して、

町民を対象としたインタービューを実践いただき、まちづくりの考え方やライフヒストリー

を把握して、これらからの中頓別らしい「共助」を考える基礎資料をまとめていただきまし

た。

２つ目の「“相談”機能の整備」では、移住された方のみならず町外在住の移住関心者も含

めて「困りごと」を包括・横断的にその解決に向けて必要なサポートをし、居場所、仕事、住

まいの提供することを目的に、中頓別町くらしとしごとの相談窓口の運用に努めています。

また、「くらし」に関連するテーマに焦点を当てて、個人の困りごとを町や地域の課題と捉

え、住民同士で話し合い、課題や将来の希望の共有を行い、実践へつなげることを目的に、な

かとん「くらし」座談会を実施しました。

３つ目の「“マッチング”機能の整備」では、全世代型ファミリーサポート事業の仕組みづ

くりのため、住民が相互に支援し合う共助の仕組みづくりとして「地域生活サポート事業」を

展開していくにあたって、「支え合いの仕組みづくり会議」を設置して、町民が暮らしと仕事

の面で「支え」「支えられる」仕組みづくりを目指しています。

共助の仕組みを推進する大きな柱としているライドシェアは７年を経過しました。移動手段

に困る町民へのサポートをするため、定期的に交通グループ会議を開催して、課題の共有や改

善等を図り推進しています。

しごとマッチング機能の促進のため、町内事業者の担い手を確保する①中頓別町無料職業紹

介所の開設を起点に、令和４年４月から②中頓別町特定地域づくり事業協同組合の運用がスタ

ートしました。①、②を含めた情報を発信する③中頓別町くらしとしごとの相談窓口Ｗｅｂサ

イト運営に関する取り組みを進めています。

旧松田商店利活用の本格展開に向け、令和４年度はお試し活動として町民有志ら希望者がフ

リマや交流の場づくりを目指し、取り組まれました。その施設運用に必要な光熱水費、店舗ト

イレの洋式化、Ｗｉ－Ｆｉ通信の提供、ミーティング用椅子、テーブルの調達を実施しました。

・会計年度任用職員（パート）報酬等 １，６４４千円

・職員旅費 １千円

・消耗品費 ６０２千円

旧松田商店電気代 ６５千円

〃 上下水道代 ５２千円

〃 燃料費 ６７千円

〃 消耗品費（掃除用具ほか） ８７千円

〃 設備修繕料（トイレ洋式化ほか） ３３１千円

・インターネット機器通信費 ４７１千円

ライドシェアタブレット通信費 ４４６千円

旧松田商店Ｗｉ－Ｆｉ通信費 ２５千円

・ドライバー保険等 ２２千円

・委託料 １５，５３２千円

関係人口を交えたコモンズ形成業務委託料 ４，８５１千円



33

“相談”機能の整備業務委託料 ５，６６５千円

“マッチング”機能の整備支援業務委託料 ５，０１６千円

・備品購入費（旧松田商店折りたたみ椅子ほか） ２８１千円

〈公平委員会費〉

（担当：総務課総務グループ）

公平委員会事務事業 決算額 ６千円（６千円）

町職員の利益の保護と公正な人事権の保証を目的とする機関として、宗谷管内の１０市町

村と８一部事務組合で宗谷公平委員会を共同設置し、運営費を負担しています。

〈生活安全推進費〉

（担当：総務課住民グル―プ）

生活安全推進事業 決算額 ３，１２２千円（３，４７２千円）

生活安全事業は、まさに「町民の生活の安全を守る」事業であり、交通安全、防犯活動及

び消費生活相談等、町民の日々の暮らしに密接した事業です。

交通事故防止に関しては、関係団体との連携強化の他、町民の交通安全意識の高揚を図る

ため、街頭啓発や安全旗の設置等、コロナ禍でも例年と同様の活動を行っております。

交通安全対策を推進するための交通指導員は６名体制で街頭指導等を行っております。ま

た、防犯の観点から高齢者世帯や児童を不審者等から守る活動等が重要であるため、警察・

各ボランティア団体等と連携し、見守りや啓発活動等に取り組むとともに、教育委員会が主

催し、学校関係者等が参加する通学路安全推進会議の意向に沿って、防犯カメラの設置を取

り進め、現在計８台で子どもたちの通学時の安全に配慮しています。

新入学児童へのランドセルカバーやメトロ帽の贈呈は、例年のとおり継続しております。

地域生活安全協会の活動は役員会を実施しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けて、総会は書面開催としました。同じく新型コロナウイルス感染症の影響で高齢者住宅訪

問は中止しましたが、交通安全新聞の発行、交通事故慰霊祭の開催、こども安全パトロール

隊やわんわんパトロール隊への支援は継続して実施しております。消費者安全活動に関して

は、特殊詐欺啓発ための活動や相談受付業務を実施しております。

自治組織運営支援事業 決算額 １，２１３千円（１，２１３千円）

自治会の育成指導、相互の連絡調整を図り、住民福祉の増進並びに地域振興発展に寄与す

ることを目的とする自治会連合会に対し補助金を交付しました。新型コロナウイルス感染症

の影響を受けて自治会連合会総会は書面開催、町民スポーツフェスティバル及び町民パーク

ゴルフ大会は中止となっていますが、町民憩いの広場の管理は例年のとおり実施しておりま

す。役員段階での協議は実施しており、特に運営に支障はありませんでしたが、今後も住民

の自主的な活動となるよう支援を行っていきます。
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〈防災対策費〉

（担当：総務課総務グループ）

防災対策事業 決算額 １１，２８３千円（１１，５３６千円）

町民の生命と財産を守るため防災会議を開催するとともに、防災訓練・防災備品の整備等

日頃から安全な地域社会を確保するために必要な経費を支出しました。新たに令和２年度に

作成された、ハザードマップにより、既存の５０年確率雨量から国の指針に基づいた１００

０年確率雨量となったことにより（洪水予想データは前年度の北海道調査によります）、避難

所におきまして、収容数が不十分であることとなり、防災センターの設置構想について委託

し検討を行っています。

防災訓練では、町民参加の防災訓練は新型コロナウイルス感染症の影響を受けて中止しま

したが、関係職員訓練として停電時の太陽光発電システム及び非常用発電機、排水ポンプの

運用に関して訓練しました。また、中頓別小学校 1日防災学校では、北海道主催の防災学校

を支援し、中頓別小学校（４年生）防災見学会につきましても、教育委員会より要請を受け

て、簡単な講和を交え、防災備品等の見学会を開催しました。高齢者や障がい者等が災害時

に、避難地域における共助を促すための要援護者台帳の作成が義務付けられています、これ

に対し防災の観点から所管課である保健福祉課を支援するため、要支援者台帳作成プロジェ

クトを総務課総務グループ、住民グループ、保健福祉課で構築し、令和３年度に高齢者等の

抽出を行ってい、令和５年度の策定に向けて作業を進めているところです。備品購入では、

ハザードマップで明らかになった水害対策における洪水対策水嚢や緊急排水エンジンポンプ、

冬季の停電に対応すべく、避難所用熱交換式温風システム等を導入しました。

〈バス転換関連施設維持管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

天北線バス関連施設維持補修事業 決算額 ３，２０５千円（３，２１４千円）

バス路線の円滑な運行やバス利用の促進を図るため、バスターミナル等の維持管理にかか

る経費を支出しました。

〈情報推進費〉

（担当：総務課総務グループ）

中頓別町電子自治体推進事業 決算額 ２８，３６４千円（２８，８３６千円）

職員端末に係るシンクライアントシステムの維持管理や機器更新等に係る経費を支出しま

した。令和４年度につきましては、主に、保守期間の切れるサーバの更新、サポートの切れ

るソフトウェアの更新を実施しておろます。また、ユーザーの増加、保管データ量の増加に

より、現環境では、運用が難しく、各種リソースにつきましても、旧サーバーより流用し増

やしております。

庁内ＬＡＮ配線及びハブが、設置より概ね２０年経過し、断線や故障への対応が困難とな

っていることから、無線化へ移行し、配線やハブが不要となり、庁舎内であれば、場所を選

ばす作業ができるよう調整しております。
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令和３年度に策定いたしました、中頓別町ＤＸ推進計画につきましては、若い世代への研

修を実施し、ＤＸ推進に対する知識や企画立案の方法等について学んでおります。また、国

から示されました基幹系１７業務及び２６手続きにおける標準化の取り組みにつきましては、

主体的な課である総務課と保健福祉課により、仕様書の確認作業等ベンダーを交え検討して

いるところです。

〈新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方創生臨時交付金事業 決算額 ９８，４９８千円（１０１，０５２千円）

公共施設等における各種備品・消耗品の確保、テレワークやオンライン会議を推進するた

めの機器・環境の整備、また、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受けた生

活者や事業者の負担軽減を図ったプレミアム商品券やクーポン券の発行、燃料費の助成等、

新型コロナウイルス感染症対策として実施する各種事業に要した経費です。

・公共施設感染拡大対策事業 ３，０６９千円

・テレワーク促進事業 ６，１８８千円

・感染症予防事業 １５，０９１千円

・健康なかとんべつ推進事業 ７，９０４千円

・医療・介護従事者宿泊施設確保事業 ３，３９４千円

・認定こども園感染症対策事業 ２，４５５千円

・地方バス路線維持対策事業 ２，３０６千円

・新型コロナウイルス対策プレミアム商品券発行事業 １０，２８３千円

・観光推進フォローアップ事業 ９，２４８千円

・中頓別町クーポン券発行事業 ３，３９９千円

・新型コロナウイルス緊急対策融資及び利子補給事業 １３９千円

・牛乳・乳製品購入券配布事業 １，８００千円

・町内公共施設等なかとん牛乳無料配布事業 １６４千円

・学校給食費補助事業 ２，２７５千円

・消防感染症対策事業 １，９８７千円

・学習保障等に係る支援事業 １，８５３千円

・町民センター感染症対策事業 ７７０千円

・新型コロナウイルス感染症対策備品等購入支援補助事業 ２１７千円

・自動車学校感染症対策事業 ５９３千円

・福祉灯油助成事業 ６，６００千円

・高齢者世帯等生活支援事業 １，８１２千円

・国民健康保険病院感染症対策事業 ４，９１７千円

・畜産振興事業 ５，３３４千円

・社会福祉施設等物価高騰対策事業 ４，８１０千円

・入浴施設物価高騰対策事業 １，８９０千円
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〈税務総務費〉

（担当：総務課住民グループ）

税務事務事業 決算額 ９，４５７千円（１０，００１千円）

徴収の状況は下記のとおりであり、ほぼ、例年並みの徴収率を維持しています。過年度分に

移行した諸税は公平・公正な賦課、徴収業務を進めるべく、翌年度に個別に納税相談を実施し

てまいります。

〈戸籍住民基本台帳費〉

（担当：総務課住民グループ）

戸籍事務事業 決算額 １７，０６４千円（１７，４７６千円）

戸籍法に基づき、戸籍・除籍・改製原戸籍の管理及び発行や住民に関する事務処理に要した

経費です。宗谷５町村で戸籍システムサーバ―を管理することで経費の節減と個人情報の安全

確保に努めております。

住民事務事業 決算額 ２３，４８８千円（２３，８４２千円）

※うち、２，６２９千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

住民基本台帳法等に基づき、町民の居住環境の公証、選挙人名簿の登録その他住民に関す

る登録、証明事務に関する事務処理の基礎となるもので、住民に関する記録を、正確かつ統

一的に行うシステムの保守管理業務を委託しています。

社会保障・税番号制度が始まり、個人番号カード（マイナンバーカード）交付のため、シ

ステム利用及び情報連携に必要な、機器整備事業を委託しています。住民の作成支援を行い

ながら普及に努力しています。

〈選挙管理委員会費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

選挙管理委員会事業 決算額 ６９３千円（６９４千円）

選挙管理委員会の運営にあたり、選挙管理委員報酬のほか、管理システムの運用経費を支

出しています。

〈知事道議会議員選挙費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

知事道議会議員選挙事業 決算額 １，４２１千円（２，１２９千円）

令和５年４月９日執行の知事・道義会議員選挙に要する人件費、事務費、ポスター掲示板

の作成設置経費を支出しました。

税目 現年度徴収率 過年度徴収率 全体徴収率 前年度比較

町民税 99.5％ 19.0％ 98.7％ △0.3％

固定資産税 99.1％ 7.3％ 95.1％ △0.6％

軽自動車税 98.7％ 34.1％ 98.1％ △0.7％

国民健康保険税 98.8％ 20.5％ 94.8％ △0.6％
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〈参議院議員選挙費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

参議院議員選挙事業 決算額 ２，５７２千円（３，４８０千円）

令和４年７月１０日執行の参議院議員選挙に要する人件費、事務費、ポスター掲示板の作

成設置経費を支出しました。

〈統計調査総務費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

統計調査業務事業 決算額 ３５千円（４１千円）

・学校基本調査 ８千円

文部科学省が毎年行う幼稚園から高校までの生徒数等の実態を把握する調査です。

５月１日を基準として、令和４年度も調査を行いました。

・経済センサス－調査区管理 ４千円

経済センサス活動調査を円滑に行うための基礎調査内容の修正等の事務に要した経費

です。

・住宅・土地統計調査単位区設定 ２３千円

住宅・土地統計調査単位区設定業務を円滑に行うための事務に要した経費です。

〈監査委員費〉

（担当：監査委員書記）

監査委員事務事業 決算額 １，１７９千円（１，１８５千円）

この経費は、監査委員２名の報酬や監査業務に伴う費用弁償等に充てました｡

民生費

〈社会福祉総務費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

社会福祉協議会運営補助事業 決算額 ７，５０３千円（７，５０３千円）

社会福祉協議会の運営に係る経費の一部を助成します。主に社会福祉協議会の職員２名の

人件費です。

冬期生活支援事業 決算額 ３００千円（３００千円）

冬期間の積雪による安全を確保するため、６５歳以上の単身世帯又は高齢者世帯、障がい

者世帯に対しベランダ・屋根等の除雪等の経費の一部を助成します。令和４年度は１件の申

請がありました。

地域支え合い見守り活動推進事業 決算額 ３９６千円（３９６千円）

社会福祉事業に要する要援護者システム運用のためのデータ更新に係る経費を支出しまし

た。
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権利擁護事業 決算額 ７００千円（７００千円）

「なかとんべつサポートセンター」を社会福祉協議会に委託し、地域福祉の充実を図りま

した。

社会福祉総務事業 決算額 ２７，１５０千円（２９，６０７千円）

各種委員会の報酬やその他社会福祉事業に要する経費を支出しました。

戦没者追悼平和祈念式開催事業 決算額 ２７千円（３３千円）

戦争によって亡くなった中頓別町の戦没者に対し、追悼の意を表し恒久平和への誓いを新

たにするため実施していましたが、令和４年度については新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため式典を中止し、遺族等関係者のみで黙祷を捧げました。

民生委員協議会運営補助事業 決算額 １，４６３千円（１，６０６千円）

民生委員・児童委員で構成する中頓別町民生委員協議会に対し、その運営費の一部を補助

しました。

協議会は、各民生委員の担当地区における生活状態の把握、高齢者等の安否確認、保護の

指導、社会福祉事業施設や関係行政機関との連携等の任務の遂行と円滑な運営を図ることを

目的としています。

地域自殺対策事業 決算額 １，４３１千円（１，６１１千円）

誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、専門家による相談事業及び

こころの健康に係る教育事業として、講演会及び啓発等を実施しました。

こころの相談件数：８名、健康教育学習会、講演会等：８回

社会福祉法人資格養成助成事業 決算額 ６４千円（１６０千円）

社会福祉法人が実施する「社会福祉事業を行うための職員養成」に要する経費の一部を助

成しました。（厚生園職員２名・長寿園職員１名）

地域生活サポート事業 決算額 ８６千円（２４９千円）

高齢者等が地域で安心して暮らし続けられる環境づくりや支え合いのため、中頓別町地域

生活サポートセンターを設置し、介護又は家事等の援助を受けたい者と行いたい者の組織化

を図り、会員相互による活動の促進のため利用された方への助成を行いました。

依頼件数：３１件 活動回数：６２回

〈老人福祉費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

敬老会開催事業 決算額 １，０６４千円（１，１２７千円）

令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため開催中止としましたが、７５歳以

上の敬老会対象者３８０人に対し、喜寿の記念品と敬老祝い品を戸別訪問により贈呈しまし

た。また、本事業は新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業を活用しました。

高齢者事業団運営補助事業 決算額 ５００千円（５００千円）

高齢者事業団の運営に係る高齢者事業団開拓員活動事業に対し助成しました。

高齢者乗合自動車無料乗車券交付事業 決算額 ２４４千円（２４５千円）

町内の７５歳以上の高齢者に対し、町内のバス路線区間に限り無料で乗車することができ
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る乗車券を令和４年度は新たに１名に交付しています。

この事業は、宗谷バスに委託して実施しています。

在宅老人デイサービスセンター等運営事業

決算額 ２３，３０５千円（２３，３０５千円）

在宅老人デイサービスセンターは、在宅の要援護老人等に対し、通所の方法により各種サ

ービスを提供し、生活の助長、社会的孤立感の解消、心身機能の維持向上を図るとともに、

その家族の身体的、精神的な負担の軽減を図っています。

この事業は、社会福祉法人南宗谷福祉会に委託して実施しています。

除雪サービス事業 決算額 １，３５０千円（１，３５０千円）

一人暮らしのお年寄りや、お年寄りだけの世帯で、積雪による外出の不安や、冬期間の生

活環境支援のために、除雪に係る労力を確保できないと認める世帯に対して、積雪時に玄関

前等住宅周辺の除雪を行いました。

この事業は、社会福祉協議会に委託して実施しています。

中頓別町入浴料助成事業 決算額 １，１０２千円（１，１０７千円）

町内に住んでいる７０歳以上のお年寄りや障がい者等の憩いの場の提供と心身の健康増進

のために、ピンネシリ温泉と黄金湯の入浴券を１１４名に交付しました。利用者は延５，０

０６名でした。

訪問介護サービスセンター運営事業

決算額 １０，４５７千円（１０，４５７千円）

在宅者の要介護老人及び障害者等に対して、ホームヘルパーを派遣する事業として、訪問

介護サービスセンターの運営を社会福祉法人南宗谷福祉会に委託した経費です。

老人クラブ連合会運営補助事業 決算額 ３１９千円（３１９千円）

老人クラブ連合会の運営に係る経費の一部を助成しました。

養護老人ホーム入所事業 決算額 ９１，２５３千円（９６，８９６千円）

町内外の老人ホームに入所している方の入所費用を支出しています。入所者本人と扶養義

務者は所得に応じた費用負担があります。

８月１日現在の入所者数は、町内施設（長寿園）に２７名、町外の施設に２名入所してい

ます。

老人福祉事業 決算額 ８０，６１１千円（８１，９０６千円）

後期高齢者医療広域連合療養給付費市町村負担金等を計上しました。

療養給付費市町村負担金については、被保険者数及び給付費見込みを市町村ごとに算出し

ています。

また、南宗谷福祉会（養護、特別養護老人ホーム長寿園）の財政状況の悪化に伴い、今後

の経営に支障をきたす恐れがあるため、運営費の一部を助成しました。

後期高齢者見舞金助成事業 決算額 ４，１４５千円（５，３４６千円）

後期高齢者に対し医療に要する経費の一部を助成することにより、医療費の負担を軽減し、

地域で安心して生活できるよう、後期高齢者の福祉の増進を図ります。

見舞金の額は、医療機関等に支払った医療費等のうち月額２千円以内を助成するものです。
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令和４年度は、対象者数３８８人、申請件数は延２，２９３件でした。

病院患者送迎サービス事業 決算額 １，２７６千円（１，４４９千円）

高齢者や通院が困難な方を、市街地を除く町内全地域を対象に週３回行っている病院患者

送迎サービスの諸経費を計上しました。

令和４年度の利用者は９８名でした。

居宅介護支援事業所運営費助成事業

決算額 ２０，３７７千円（３１，０１３千円）

令和２年度より社会福祉法人の居宅介護支援事業所を廃止し、新たに国保病院内に居宅介

護支援事業所を開設し運営費の一部を助成しました。

〈国民年金費〉

（担当：総務課住民グループ）

国民年金事務事業 決算額 １１千円（１１千円）

法令に基づき、市町村が行わなければならない照会業務等に要した経費です。

〈障害者福祉費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

障害者医療費給付事業 決算額 ８８４千円（１，７２２千円）

身体に障がいがある方の身体的負担（人工透析や人工関節等）を軽減したりすることで、

日常生活が容易になるよう行われる医学的処置、薬剤、治療、材料等の給付を行う医療費の

一部を助成しました。

令和４年度は、入院外２０５件（内臓障害）に助成しました。

障害者総合支援給付事業 決算額 １１６，１３３千円（１１７，４０８千円）

障害者自立支援法の施行に伴い、障がい者の日常活動、居住系サービス、児童デイサービ

スといった障がい福祉サービス費の負担です。

現在、サービスを利用している方々は、生活介護１４名、施設入所１１名、共同生活援助

（グループホーム）１４名、就労継続支援（Ｂ型）６名となっています。

また、第１第２ふれあいホーム（グループホーム）で生活されている方の平均支援区分４

以上が、８０％を超えた場合、スプリンクラーの設置が必須となり、今後においては支援区

分が上がることが見込まれるため、スプリンクラーの整備に伴う設置工事に対する経費の補

助をしました。

障害者福祉事業 決算額 ０千円（９千円）

障がい者福祉事業に要する事務費等諸経費の支出を行いました。

地域生活支援事業 決算額 ６，９７３千円（１０，３９８千円）

障がい者（児）が、安心して暮らすことのできる地域社会の実現、自立した日常生活又は

社会生活を営むことができることを目的として日常生活用具１２件の給付、障がい者等を雇

用している３事業者４事業場：対象就労者数１１人）に助成金を交付しました。
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〈重度心身障害者特別対策費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

重度心身障害者医療給付事業 決算額 ５，２２８千円（６，００２千円）

心臓、腎臓、呼吸器、膀胱、直腸、小腸、免疫若しくは肝臓の機能障がいである１級から

３級の障がいに該当している方等の医療費の一部を助成しました。

〈地域福祉対策事業費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

緊急通報システム事業 決算額 ５４１千円（７０７千円）

ひとり暮らしのお年寄りや身体の不自由な方等の、増え続ける独居世帯者の安心を確保す

るために、緊急通報システム端末の貸与を行いました。

令和４年度末現在、安全センター７戸、健康づくり財団５戸の設置となっています。

福祉ハイヤー助成事業 決算額 ２，８８０千円（３，７５４千円）

重度肢体不自由者等、７０歳以上の高齢者（一部制限があります）の通院等が容易になる

ように、タクシーチケット（１枚５２０円）を支給します。交付枚数は、重度肢体不自由者

等及び高齢者には年間４８枚、自家用車を所有している方の配偶者（７０歳以上）は年間２

４枚交付しました。また、年度途中での交付該当者は、年間交付枚数を月割で交付していま

す。

令和４年度は１６５名の申請に対し７，２２４枚を交付し、利用枚数は４，８７５枚（利

用率は６７．５％）でした。

〈介護福祉センター費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護福祉センター管理事業 決算額 ５，４１１千円（５，８１８千円）

介護福祉センター及び保健センターの光熱水費等、施設の維持管理に係る経費です。

〈次世代育成支援対策費〉

（担当：認定こども園）

次世代育成支援対策事業 決算額 ４１８千円（４４３千円）

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、自粛又は中止になる事業はありましたが、未

来を担う子ども達のために、地域に開かれた認定こども園として積極的に老人福祉施設や、

お年寄りとの世代間交流を取り入れることで、豊かな人間性を身につけることを目的として

世代間交流を行ってきました。また、町内の子ども達の健やかな成長ぶりを見守り、小学校・

中学校・高校生（町内在住の高校生）との交流をもつことによって、社会性や協調性を養う

ことを目的として異年齢児交流会を行いました。
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〈介護予防費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護予防事業 決算額 ３，１２８千円（３，１９６千円）

介護保険法に基づく、介護予防支援サービス（予防ケアプランの作成、サービス事業者と

の連絡調整等）を行うための経費を支出しました。

〈住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

決算額 ２，４５６千円（２，６２２千円）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々が、速やか

に生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税世帯等に対して、１世帯当たり１０

万円の現金をプッシュ型で給付しました。

住民税非課税世帯 ２０世帯、家計急変世帯 ０世帯

事業名 交流区分 内 容 参加人数

保育所地域活動事

業（世代間交流）

（異年齢児交流）

世/異 こども園花壇づくり 新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中

止

世/異 運動会 ８６名

世/異 パワーチャージパレード ７０名

世/異 しめ縄講習会 新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中

止

世/異 人形劇観劇 ５４名

世/異 マスクプレイオペレッタ観劇 ７５名

世 敬老会参加 新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中

止

異 畑づくり １２名

異 夏休みボランティア体験 １８名

異 放課後交流 新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中

止
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〈電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業

決算額 １６，５９２千円（１７，９３０千円）

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま

え、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対して臨時的な措置と

して１世帯当たり５万円の現金をプッシュ型で給付しました。

住民税非課税世帯 ３１６世帯、家計急変世帯 １世帯

〈子ども医療費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども医療費助成事業 決算額 ３，５８７千円（３，６６４千円）

満１８歳までの子ども達に対し医療費の無料化を図り、疾病の早期診断と早期治療を促進

し、子ども達の保健の向上と福祉の増進、子育て世代家庭の経済的負担の軽減を図っていま

す。

〈児童措置費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当支給事業 決算額 １３，８６６千円（１３，９０７千円）

児童を養育している方に手当を支給することにより家庭における生活の安定に寄与すると

ともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資することを目的に、以下の

基本額（月額）を年３回支給しました。

・３歳未満 １５，０００円

・３歳から小学校終了前の第２子まで １０，０００円

・３歳から小学校終了前の第３子以降 １５，０００円

・中学校終了前 １０，０００円

・特例給付 ５，０００円

障がい児生活支援事業 決算額 ６２３千円（６２３千円）

南宗谷子ども通園センター負担金を支出しました。

〈ひとり親家庭等児童特別対策費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

ひとり親家庭等医療給付事業 決算額 ４２千円（５０千円）

ひとり親家庭等の健康の保持を図るため、医療費の一部を助成しました。
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〈認定こども園費〉

（担当：認定こども園）

認定こども園事業 決算額 ５８，２８２千円（６３，２０６千円）

小学校就学前の子どもを対象とし、一人ひとりの子どもの状況や発達過程を踏まえ、地域

の実情に応じた創意工夫のある、教育及び保育を一体的に提供してきました。また、子ども

が自ら育つ園庭整備事業として園庭遊具設置設計業務委託を行いました。乳幼児期に必要な

「脳」や「体」への刺激が園庭遊びによって多様に得られ、子どもの全体的な発達に大いに

寄与できる園庭の設計になっています。整備工事については、令和４年度から令和５年度の

２カ年で行う予定です。令和４年度は、園庭伐木伐採工事及びシャワーやトイレ等の設備を

備えたサービスハウス建設工事を行いました。

・園庭整備工事 ３４，３８８千円

〈地域子育て支援費〉

（担当：認定こども園）

地域子育て支援事業 決算額 ４８９千円（５４３千円）

すべての子育て家庭、妊産婦を対象に、親子の集いの場の提供や、子育てに関する情報提

供、及び相談事業を行いました。

講演会（年１回）

講 座（年６回）

遊びの広場（月１回～２回）

自由開放日（月１４回程度）

子育てサロン（月１回）

子育て相談事業（随時）

〈放課後児童健全育成費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

放課後児童健全育成事業 決算額 ５，８６０千円（６，４２０千円）

就労等により、昼間保護者が家庭にいない小学生を対象として、家庭的機能の補完をしな

がら、学習及び運動等の場を提供することによって、一人ひとりが安心して楽しく過ごしな

がら、健やかで心豊かな子どもに成長するように、子どもの健全育成を目指しました。

〈こども包括支援費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども・子育て支援事業 決算額 ２，５３３千円（２，５９０千円）

地域の子育て支援の充実のための事業で、出生時の体重が２，０００ｇ以下又は身体の発

育が未熟のまま出生した子どもで、指定医療機関へ入院し、養育を行う必要のある子どもに

対して、医療の一部助成を行いました。
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ファミリーサポートセンター事業 決算額 ６２４千円（９０２千円）

育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者からなる事業であり、会員相互の活動

に関する連絡調整を実施しました。

妊産婦安心出産支援事業 決算額 ２４７千円（３４５千円）

安心して子育てができる環境を整備し、妊産婦の健康診査や出産に係る交通費等の助成を

行いました。

子育て世代包括支援センター事業 決算額 １，９２５千円（２，０５２千円）

愛称を「なかとんネウボラ」とし、助産師・保健師による、地域の特性に応じた妊産期か

ら子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行いました。助産師を正職員採用とし、のび

のびルームにのびのび支援員を配置する等、子育ての支援体制の強化を進めました。また、

子どもの誕生を町ぐるみで祝い、町が手作りの椅子をプレゼントするという「君の椅子」プ

ロジェクトの講演会を開催、参加者からの要望が多かったこともあり、プロジェクトに参加

する運びとなりました。

○「君の椅子」プロジェクト関連費用

・君の椅子広域連携実行委員会負担金 ２５０千円

・プレ君の椅子購入費用 ３９９千円

・君の椅子贈呈用（８脚） ３６５千円

○備品購入費（のびのびルーム備品） ７２千円

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 決算額 １千円（１１千円）

令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付額確定に伴う返還金です。

〈こどもセンター費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

こどもセンター事業 決算額 １，３４８千円（１，３６５千円）

学校の放課後や夏休み等の長期休暇中に、障がいのあるなしにかかわらず、児童の居場所

づくりを行い、健全な遊びを通して子どもの心身の健康を増進し、子どもたちの能力の発達

を援助してきました。

衛生費

〈予防費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

感染症予防事業 決算額 ６７千円（８７千円）

北海道エキノコックス症対策実施要領に基づくエキノコックス検診を行い、早期発見・早

期治療のための諸対策を講じました。従来行ってきた６５歳以上の結核検診は肺がん検診と

して実施しました。エキノコックス検診は小学生３年生以上の方を対象に実施し、小学校３

年生及び中学２年生に個別案内を行い５名が受診しました。
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保健予防事業 決算額 ４，９０５千円（５，４８１千円）

保健予防全体に係わる事業（会議・研修・車両維持・システムの更新等）を円滑に推進し

ました。

○システム保守

・健康管理システム保守委託 １，９３２千円

○システム改修

・令和４年度健康管理サーバー移設作業 １４３千円

予防接種事業 決算額 ５，８５７千円（８，３７２千円）

予防接種法に基づき定期の予防接種（ＢＣＧ、不活化ポリオ、二種混合、四種混合、麻し

ん風しん、ヒブ、小児用肺炎球菌、水痘、６５歳以上の方のインフルエンザ、６５歳以上の

肺炎球菌（定期対象者））、日本脳炎、Ｂ型肝炎を医療機関に委託し、実施しました。ヒトパ

ピローマウイルス感染症は国からの勧告により積極的勧奨を控えています。また、任意の予

防接種（６５歳未満の方のインフルエンザ、６５歳以上の方の肺炎球菌（定期対象以外））を

受ける方に費用の一部を助成しました。成人男性を対象とした風疹対策事業を行いました。

新型コロナウイルスワクチン接種事業

決算額 １４，６３７千円（１５，０６７千円）

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、国から予防接種法に基づく「新型

コロナワクチン感染症に係る予防接種の実施に関する手引き」が示されています。希望者全

員がワクチンを接種できる体制を整え、集団及び個別接種を推進しました。また、コールセ

ンターを設置し、個別の相談にも対応しました。

〈母子衛生費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

母子健康相談健康教育事業 決算額 ７３千円（９８千円）

妊婦・乳幼児の健康相談、栄養相談、健康教育事業を実施し、安心して子どもを生み育て

ることができるように支援しました。

母子健診事業 決算額 １，８７３千円（２，５６９千円）

母性と乳幼児の健康の保持増進を図る事を目的に、妊産婦の健康診査及び交通費等に対す

る助成、乳児健診、１歳６ヶ月児健診、３歳児健診を行いました。さらに精密検査が必要な

方には費用の一部を助成しました。

母子歯科保健事業 決算額 １１５千円（１２０千円）

乳幼児等の虫歯予防のための歯科医師による健診と歯科衛生士によるフッ素塗布と歯科指

導、保健師・栄養士による相談等を３回実施し、延１０５名の利用がありました。

不妊治療費助成事業 決算額 ３６２千円（４６５千円）

不妊治療により妊娠を希望されるご夫婦の経済的負担を軽減することを目的に治療に係る

医療費及び交通費について助成する制度ですが、令和４年度は延べ３名の実績がありました。

出産子育て応援事業 決算額 １，８０２千円（１，８３９千円）

妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費
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助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図ることを目的として出産・子育て応援給付金

を支給しました。また、事業を開始するに当たって必要となるシステム構築を行いました。

〈環境衛生費〉

（担当：総務課住民グループ）

環境衛生事業 決算額 １１１，２６２千円（１１５，０４２千円）

廃棄物の処理量は年々減少傾向にありますが、これは人口減少に由来するものと考えられ

ます。分別に係る苦情もありますが、都度 確認を行い、指導や旬報による周知を行ってきて

います。ごみの減量化に向けたなかとんリユースは、希望者がなく実施実績はありませんが、

制度として継続していく必要があると考えます。また、小型家電及び古着のリサイクル品の

受入れも継続して実施しました。

鳥獣捕獲に係り鳥類の処理件数は１７件、その他要望・苦情処理が１７件、令和４年度よ

り委託としたハチ駆除は２３件、委託が対応できず職員実施は１２件でありました。狂犬病

予防注射は６５頭（町外で注射したものを加えれば７０頭）実施しております。また、不法

投棄は１件、野外焼却は１件であり注意、指導を行っています。公衆浴場への補助金は例年

のどおりに継続しています。合併浄化槽の設置は２件（５人槽と７人槽）の希望があり、要

綱に基づく補助を実施しております。

環境保全活動推進事業 決算額 ６，６９４千円（９，８７５千円）

※うち、２，８８２千円は、令和４年度への繰越明許費です。

クリーン作戦に関しては、令和元年度以来の開催を参加者：24団体 延べ295名のご協力

のもと行うことができました。特定外来生物であるオオハンゴンソウの防除はアクションプ

ランを策定し、除草剤を使用した試験的防除を実施しています。実施日数は２日間、作業時

間は１５時間であり、防除面積は４，３８０㎡と、令和４年度についても、試験的防除を行

っております。国道に関しては、ほぼ全域を実施しており、また、繁茂が顕著である町道や

中学校グランド、市街地内等でも実施しております。

淡水魚の生息調査に関しては、ガイドサービスＴＥＫＵＴＥＫＵに委託して実施しました。

令和４年度は、生息魚の食性に関する調査や環境ＤＮＡ調査、例年実施していた水質調査、

頓別川水系の現状を知ってもらうための学習を実施することができました。

地球温暖化対策として公共施設のＬＥＤ化が導入完了しております。また、電気自動車(Ｅ

Ｖ車)を導入し、役場庁舎太陽光発電システムと連動しての運用の検証を開始しております。

今後、検証結果によっては、ＬＥＤ化・太陽光発電システム・電気自動車導入を対しての

個人・事業所へも支援を検討し、町内全域での地球温暖化対策として、推し進めていきたい

と考えております。

〈墓地火葬場費〉

（担当：総務課住民グループ）

墓地火葬場維持管理事業 決算額 ３，１０４千円（３，１７３千円）

町内に設置されている５ヶ所の墓地と火葬場１ヶ所の維持管理に要した経費であり、令和
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４年度は、墓地・火葬場の案内看板更新を実施しております。

〈病院費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ・保健福祉課保健グループ）

国民健康保険病院事業運営補助事業

決算額 ３１５，９２０千円（３２５，０８６千円）

中頓別町国民健康保険病院の運営に対する補助金を支出しました。

第２次救急医療事業 決算額 １，１１８千円（１，１１８千円）

中心都市宣言（定住自立圏構想推進要綱第４に規定）を行った「名寄市及び士別市」との

相互に役割を分担し連携しながら取り組む、上川北部地域広域第２次救急医療事業に係る経

費です。

〈診療所費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

歯科診療所委託事業 決算額 １２，３４４千円（１３，２０５千円）

歯科診療所の施設整備を行い、充実した地域の歯科保健、歯科診療ができるように支援し

ました。

〈地域保健対策費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

地区組織活動事業 決算額 ３５９千円（３７１千円）

各地区から選ばれた保健推進員とともに健康づくりに取り組みました。

１年間の保健事業をのせた健康カレンダーを全戸配布しました。

〈健康増進費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

がん検診事業 決算額 ２，０８４千円（２，０９３千円）

各がん検診（胃がん、肺がん、大腸がん、前立腺がん、子宮がん、乳がん）を実施し、が

ん患者を早期に発見し、早期治療に結びつくように援助しました。

乳がん検診・子宮頸がん検診については特定の年齢の方に検診の個別勧奨を行うとともに、

検診を無料で受けられるクーポン券を発行しました。

各種がん検診の受診者数は、胃がん検診１２０名、肺がん検診１７４名、大腸がん検診１

５０名、子宮頸がん検診６２名、乳がん検診５９名でした。

健康教育事業 決算額 １６６千円（２５６千円）

各地区等での健康相談や健康教室等を通して、より健康的な生活が継続できるように支援

を行いました。健康増進法に基づく４０～６４歳の健康教育は５６回２１４名の参加があり

ました。健康相談は２８回（４６名）の参加がありました。その他、保健師、栄養士は随時

家庭訪問を行いました。
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健康診査事業 決算額 ２９１千円（３４５千円）

健康増進法に基づく健康増進事業（骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診）の他、同法施行規

則に定める健康診査及び保健指導（医療保険者が行う特定健診等の対象以外の方）を実施し

ました。個別の健診結果をもとに生活習慣病予防や改善に向けた支援を行いました。

歯科保健事業 決算額 ３２８千円（３４５千円）

８０歳で２０本の歯を保つことでさらに豊かな生活ができるよう、生涯を通した歯の健康

づくりを推進します。特定健診等とあわせて８０２０さわやか健診を行いました。幼児・児

童・生徒にブラッシング指導を行い、虫歯予防ができるように支援しました。

健康増進事務事業 決算額 ２１６千円（３４０千円）

健康増進法に基づく事業（会議・研修・車両維持等）を円滑に推進しました。

後期高齢保健事業 決算額 １，０７２千円（１，３３６千円）

後期高齢者医療保険に加入されている方の糖尿病等生活習慣病の重症化予防と心身の機能

の低下予防のため、健康診査・保健指導・健康教育等を行いました。医療受診者訪問事業や

歯科健康診査等の新たな取組も継続して行っています。

労働費

〈労働諸費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

稚内雇用対策協議会関係事業 決算額 ３６千円（３６千円）

雇用対策にかかる諸会議への参加や通年雇用化に向けた助成事業等を推進する稚内地方通

年雇用促進協議会に加入し、雇用対策の円滑な推進を図りました。

・稚内地方通年雇用促進協議会負担金 ３６千円

農林水産業費

〈農業委員会費〉

（担当：農業委員会事務局）

農業委員会活動促進事業 決算額 ２，０８５千円（２，０８５千円）

農業委員会等に関する法律に規定する事項に係る法令事務及び中頓別町農業委員会に対す

る事務委任に関する規則に基づく事務（農地の所有権移転・賃貸借や転用等）の執行を行い

ました。また、広報活動やホームページを通じて農業委員会の情報提供を行うとともに、農

業者の意見を聞きながら事務を進めました。

■委員に関する経費

●委員の報酬 １，６３８千円

●総会や研修会等の費用弁償 ２８０千円
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■事務的経費

●書籍購入費、車両燃料代 ２８千円

●北海道農業会議への負担金 １００千円

【参考】

・総会開催回数 ７回

・農地等流動化実績 所有権移転２件（８９筆）、

賃貸借９件（１４８筆）

合計２４５．０５ｈａ

機構集積支援事業 決算額 ８９千円（９３千円）

農地パトロール時における農地の利用状況調査や耕作放棄地全体調査を通じて遊休農地や

耕作放棄地の防止・解消を図りました。

■事務的経費：調査図面制作消耗品等 ８９千円

農業担い手対策事業 決算額 ８０千円（８０千円）

農業経営の継続を促進するため、独身の農業後継者や経営者に対してパートナーとの出会

いの場の情報提供や、交流会の企画・開催は、新型ウイルス感染症対策により、実施するこ

とができませんでした。新規就農者向けのフェアは開催されたことから参加し、担い手の取

組みを実施しました。

■事務的経費：旅費 ４０千円

〈農業振興費〉

（担当：産業課産業グループ）

中頓別町農業体験交流施設（食彩工房「もうもう」、体験農園「オガル」）

管理運営事業 決算額 １０，２１２千円（１０，２１２千円）

中頓別町農業体験交流施設の施設管理運営費です。

○中頓別町農業体験交流施設指定管理料 ７，５６１千円

○中頓別町農業体験交流施設窓枠交換工事工事 ６７１千円

〇中頓別町農業体験交流施設高圧受電設備交換工事 １，５８４千円

〇中頓別町農業体験交流施設屋上防水修繕工事 ３９６千円

認定農業者支援事業 決算額 １４千円（１５千円）

本町農業の中核的な担い手として、経営規模の拡大や集約化、複合化等によって、魅力あ

る経営実践を目指す意欲ある農業者を「認定農業者」として町長が認定し、各種の支援を行

いました。

○農業経営基盤強化資金利子助成事業

法律に基づいて、積極的な経営を展開する認定農業者が借り入れた「農業経営基盤強

化資金（通称：Ｌ資金）」に対する利子の助成を行いました。

農業振興事業 決算額 ５，９７６千円（６，３１０千円）

農業行政の推進のため、農用地区域の管理、農業振興地域整備計画の策定・管理、農業担

い手対策の推進、農業関係制度資金等に係る事業を実施しました。
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中山間地域等直接支払交付金交付事業

決算額 ３９，８３２千円（３９，８６０千円）

農業者が現在耕作している農地の面積に応じて、農業者が主体となり組織された中山間地

域等直接支払制度推進協議会に対して、国費・道費・町費より交付金を交付しました。

中頓別町農業担い手育成事業 決算額 ４８０千円（６０５千円）

本町で新たに就農された経営者に対する支援等を行いました。

農業次世代人材投資事業 決算額 １，７９８千円（１，７９８千円）

新規就農者は、就農後の経営の安定化に期間を要することから、経営が軌道に乗るまでの

間、一定条件を満たす新規就農者に対し国が支援を行う制度で、平成２９年度より青年就農

給付金事業から事業名が代わり実施されています。

多面的機能支払事業 決算額 ３，６８５千円（３，９９３千円）

農業者が現在耕作している草地・畑の面積に応じて、農業者が主体となり組織された推進

協議会に対して、国費・道費・町費により交付金が交付され、農業・農村の有する多面的機

能の維持・発揮を図るため地域の共同活動に支援を行い、農用地、水路、農道等の地域資源

の保全管理を図りました。

６次産業化推進事業 決算額 ３，０５４千円（３，６１４千円）

平成２８年度から製造を開始している『なかとん牛乳』の提供農場に対する協力金や平成

２９年度より試験栽培を開始した醸造用ぶどうの苗木や栽培資材等の購入、栽培管理に係る

業務委託等を行い、本町の新たな特産品の開発に向けた取り組みを行いました。

酪農振興支援事業 決算額 ０千円（１，０００千円）

町内の酪農家戸数は年々減少を続けており、地域の生産力も減少している状況にあること

から、乳牛の飼養施設等の整備・改修等に対して助成を行い、個々の生産力の向上を図るこ

とを目的とした事業ですが、令和４年度は補助申請がありませんでした。

ミルクプラント運営事業 決算額 １０，５０６千円（１３，２４０千円）

平成２８年度より製造を開始した『なかとん牛乳』の製造等に係る経費で、作業員の人件

費や生乳等の原材料費等の経費を支出しています。なお、『なかとん牛乳』は、町内商店での

販売を主体に、札幌市での販売のほか、学校給食への提供やふるさと納税の返礼品として活

用しています。

〈畜産業費〉

（担当：産業課産業グループ）

各種制度資金利子補給事業 決算額 ３２２千円（３２４千円）

酪農経営において累増した負債により、経営悪化が余儀なくされている農家に対して積極

的に農業経営の改善を図ろうとする者が、必要とする資金の借り入れに対し生ずる利子の一

部を負担軽減措置として利子補給を行いました。

循環農業支援センター管理事業 決算額 ２６，８５５千円（２６，９３１千円）

当該施設を利用組合に無償貸付していますが、施設管理上最低限必要な経費（設備機械の

維持管理費用や作業車両の定期点検費等）及び施設・設備機械の修繕費を負担しました。
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・械設備等定期点検費 ３，１５４千円

・設備機械修繕費 ６，００２千円

地域交流事業 決算額 ０千円（０千円）

例年開催している酪農祭については、新型ウイルス感染症対策のため、令和 2年度では開

催を見送ったため、開催経費の助成は行いませんでした。

畜産振興事業 決算額 ３，１５４千円（３，２３７千円）

畜産行政の振興を図るため、畜産関係計画の策定及び管理、家畜衛生対策、家畜糞尿等畜

産環境対策に要する業務を執り行いました。

中頓別町営牧場運営事業 決算額 ９，７１２千円（１０，７２１千円）

乳用牛の育成部門における飼養労働力の軽減と適期受胎による生産性の向上を図るため適

正な運営を行いました。

○町営（弥生・神崎）牧場運営業務委託事業

・利 用 料 １頭１日あたり２００円

・受託期間 ５月下旬から１０月中旬

・管理運営業務委託料 ９，６６０千円

・水道量水器取替工事 ５２千円

中頓別町乳牛検定組合運営事業 決算額 ４５０千円（４５０千円）

乳牛の資質向上と経営の合理化を推進するため乳牛群の能力検定を実施し、生産性の向上

等酪農経営の体質強化を図ることを目的として活動している団体の運営費の一部を補助しま

した。

中頓別町酪農ヘルパー利用組合運営事業

決算額 ３，５００千円（３，５００千円）

酪農家の家族の休養・研修・旅行等での完全休日の取得の推進と、経営者及び家族の疾病

時の緊急対策としてのヘルパー制度の活用等により、経営の安定と生活の向上に資するため

の事業に対し組合運営費の一部を補助しました。

乳牛共進会関連事業 決算額 １５０千円（１５０千円）

道北共進会の予選会として開催される予定であった地域の乳牛共進会については、新型コ

ロナウイルス感染症対策のため、令和４年度も開催は見送られ開催経費の助成は行いません

でしたが、道北共進会は町内から選抜された乳用牛が上位入賞を果たし、３頭が全道共進会

へ出場したことから、出場にかかる必要経費に対する助成を行いました。

草地整備型公共牧場整備事業 決算額 ５８，９６０千円（５９，４８９千円）

※うち、９，９７２千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

飼料基盤の整備による酪農経営の安定化の推進と併せて、公共牧場の機能強化として哺育

育成預託施設の整備を進めました。

令和４年度実施状況

・事業実施内容 草地整備改良１２３．１㏊、預託育成施設（育成舎）鉄骨製作

・水道量水器設置工事 １，９８０千円
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〈有害鳥獣対策費〉

（担当：産業課産業グループ）

有害鳥獣対策事業 決算額 １８，９０８千円（２０，３０６千円）

傷病等野生鳥獣の保護収容等に係る取扱い指針に基づき、野外で負傷・疾病した野生鳥獣

の保護・収容及びへい死体の処理を適切に行いました。

また、野生鳥獣による農林業・生活環境被害の緩和及び防止のため、関連機関と協力して

駆除等の対策を行いました。なお、エゾシカについては６８０頭を駆除し、主に有害鳥獣等

処理施設において減容化処理しました。

さらに、狩猟者の高齢化や減少が危惧されていることから、若手狩猟者の育成支援を行い

ました。

・有害鳥獣報償費（エゾシカ６８０頭、熊５頭） ８，４７９千円

・有害鳥獣捕獲業務等委託料 ５９４千円

・有害鳥獣回収処理業務委託料 ２，１００千円

・有害鳥獣等処理施設管理委託料 ７，３１９千円

・猟銃免状取得補助金（２名） ２０６千円

・その他（消耗品、燃料費、旅費等） ２１０千円

〈農業者年金費〉

（担当：農業委員会事務局）

農業者年金委託事務事業 決算額 ７７千円（８７千円）

農業者の老後生活の安定を図るため、農業者年金基金からの委託事務として、農業者年金

への加入促進、受給者への支給手続き等の業務を実施しました。

■事務的経費：郵便料 ２４千円

【参 考】令和４年度末現在

・受給権者数９８人 被保険者数９０人 待機者数１７人

・新規加入者数０人

・事務処理件数 裁定請求等４件 現況届６７件

〈林業振興費〉

（担当：産業課産業グループ）

森林管理事業 決算額 ６，９５２千円（７，０３３千円）

町有林の森林保険料等の管理経費及び民有林の伐採届、森林火災予防の対策費等に要する

経費を支出、その他に旧鉄道林において立木の枯損や腐朽等が見受けられ上駒地区において

皆伐工事を行いました。

○皆伐工事 上駒地区 事業費 ４，０５５千円 事業量 ３．００ｈａ

森林環境保全直接支援事業 決算額 １３，８９７千円（１３，８９８千円）

森林の有する多面的な機能の持続性な発揮を図る事を目的とし、町有林の育成のために各

種事業（下刈り、間伐、造林）を実施しました。
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○下刈事業 弥生・岩手・神崎地区 事業量 ３５．２９ｈａ

・事業費 ４，１６９千円（補助金２，８３５千円）

○間伐事業 兵安・藤井地区 事業量 １７．１６ｈａ

・事業費 ５，３９４千円（補助金３，６６８千円）

○造林事業 上駒地区 事業量 ４．９２ｈａ

・事業費 ４，３３４千円（補助金３，１２０千円）

＜用語の解説＞

下刈 植栽木周辺の、雑草（笹・草等）の除去を行う。(標準：植栽後９年間）

間伐 適正な密度で森林を管理するため、利用できる大きさに達した立木を間引くため

の伐採を行う。（標準：林齢３０年生以降 間伐実施樹種：トドマツ）

造林 無立木地（原野）の解消を図るため植栽を行う。

森林保護事業 決算額 １７５千円（１７６千円）

町有林の保護及び育成を目的として、幼齢林の野ねずみによる被害の未然防止のため植栽

後９年間の林小班への野ねずみ駆除剤（リンカＳ１）の空中散布を実施しました。

中頓別町民有林森林整備振興事業 決算額 ２，０２２千円（２，０２３千円）

町内における民有林森林整備事業の推進を円滑に進めるために要する経費の一部を助成し、

伐採跡地等の荒廃を防ぎ、森林の健全な育成を行うことにより森林の公益的機能の向上及び

林業の振興が図られました。

造林Ａ＝３７．２２ｈａ 下刈Ａ＝１２０．３５ｈａ

豊かな森づくり推進事業 決算額 ５，４５３千円（５，４５３千円）

本町内に所有する民有林について、森林としての機能の活性化を図るとともに、森林資源

の充実、森林の有する公益的機能の高度発揮を目的として、造林の標準経費（実行経費）に

対して町が１００分の２６を補助しました。

森林整備担い手対策推進事業 決算額 ６６千円（６７千円）

森林労働者の就労の長期化、安定化を促進し、林業労働力の確保に資するため、森林作業

員、事業主、町及び道が一定の掛け金を負担し、就業日数が１４０日以上ある森林作業員に

奨励金を支給するものです。令和４年度は３名分を負担しました。

森林整備・林業振興事業 決算額 １３，７４１千円（１４，３１２千円）

温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るため、森林環境譲与税を活用し、間

伐・除伐や人材育成・担い手の確保対策、木材利用の促進や普及啓発等、森林整備及びその

促進に関する施策を推進しました。

〇森林整備促進対策 １，２３０千円

既存の林務関係事業では対応が困難な山林について森林整備を実施しました。また、北

海道林業・木材産業人材育成支援協議会への活動支援及び人材育成における研修等へ参加

しました。

私有林等整備事業（枝打ち）Ａ＝９．０４ｈａ

〇森林経営管理推進対策 ４０千円

札幌市で開催されたふるさと森林相談会に参加し、森林経営計画未策定の森林所有者２
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名に対し意向調査を実施しました。

〇林業・木材産業成長産業化促進対策 １１，０４１千円

町民の林業への関心を高め林業振興に対する機運の醸成を図ることを目的にワークショ

ップを開催した他、木材を効果的に使っている先進地を視察し、町産材を活用した役場庁

舎町民ホールの再整備化について検討・協議を行いました。

また、道の駅に設置されていた薪ストーブが、経年劣化によるひび割れ等の傷みが激し

いことから、木質バイオマスエネルギーの利活用の普及促進のため入れ替えを行いました。

〇木育・木づかい推進対策 １，４３０千円

予定していた「木のおもちゃまつり」については新型コロナウイルス感染症対策のため

実施できませんでしたが、妊婦さん及び１歳未満のお子さんの保護者を対象に、地元材を

活用した積み木教室を開催しました。また、すでに中学校で取り組んでいる学習机の天板

を町産材の天板に交換する『天板交換プロジェクト』を、小学校４年生から６年生を対象

に新たに実施し、町の木材に触れる機会を増やし、地域の重要な産業である林業を身近に

感じてもらう取り組みを行いました。

〈林道費〉

（担当：産業課産業グループ）

林道管理事業 決算額 ３，２８５千円（３，４４４千円）

中頓別町で管理している林道施設の維持補修及び管理業務を行いました。

道営林道事業 決算額 １５，８２１千円（１５，８２１千円）

森林の生産性の悪化により林業生産活動が停滞しており、計画的な森林整備や作業の機械

化の効率化が求められている。森林管理道整備により木材の運搬の効率の向上や作業道と適

切な組み合わせにより森林整備の促進と森林経営の安定化を促進しました。

○道営森林管理道松麿線開設事業

（事業期間 平成２４年度～令和６年度）

・事業費 １５，８２１千円

（国負担分31,642 千円 道負担分 15,821 千円 町負担分15,821 千円）

・事業内容 開設工事 延長＝197ｍ、幅4.0ｍ

・施工場所 松音知橋から南に250ｍを起点として山林側へ約600ｍの区間。

林業専用道天北線開設事業 決算額 １７，８２０千円（１７，８２０千円）

森林所有者の高齢化や町外の所有者が年々多くなり、森林整備の手入が行き渡らず山林の

衰退が見受けられているところです。その中で、立地条件の悪い山林について林業専用道の

整備により計画的な施業が可能となることから、森林整備の推進や所有者の施業意欲の向上

が図られました。あわせて、森林整備事業者等への安定的な雇用確保にも繋がりました。

○林業専用道天北線開設事業

（事業期間 平成２８年度～令和５年度）

・事業費 １７，８２０千円

（国負担分8,910千円 道負担分178千円 町負担分8,732千円）
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・事業内容 開設工事延長700ｍ 幅 3.5ｍ

・施行場所 小頓別地区の北電変電所施設付近から音威子府方向の山林内の区間。

商工費

〈商工総務費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

商工業振興対策推進事業 決算額 ２，８２１千円（１０，０３４千円）

商工業の振興と地域経済基盤の安定を図るための取り組みに要する経費です

平成２８年度から、商工業者の事業拡大や設備の整備改修、後継者への事業継承を円滑に

進めることを目的に商工業振興支援補助金制度（令和８年３月まで）による支援を行ってい

ます。

・商工業振興支援補助 ２，８１１千円

施設設備改修等２件

中頓別町商工会補助事業 決算額 ６，４０６千円（７，９８５千円）

商工業の振興と地域経済基盤の安定をはかることを目的に、その指導的役割を担う中頓別

町商工会に対して、経営改善普及事業に係る経費の一部を助成しました。

中頓別町中小企業振興資金融資事業

決算額 ２０，０００千円（２０，０００千円）

（融資枠 ６０，０００千円）

町内中小企業の育成振興、経営の合理化を促進するため、金融機関に運用資金を預け中小

企業者に対し、有利な融資を行っています。融資額は一企業に運転資金、設備資金に対し７，

０００千円以内、木材工業関係は３０，０００千円以内で、設備資金の特例として金融機関

からの貸付利息の一部を補助します。

〈観光費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

ピンネシリ温泉運営事業 決算額 ２８，１７８千円（２８，４８０千円）

ピンネシリ温泉（ホテル「望岳荘」）の管理運営に係る費用です。

○中頓別町ピンネシリ温泉の管理運営に係る指定管理料 １９，０２０千円

・管理施設－温泉（入浴）施設、宿泊施設

・業務の範囲－施設の管理に関する業務、施設の運営に関する業務、施設の経営管理に

関する業務

・指定期間－平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 ５年間

○導水管維持管理委託料 ３，６７４千円

○水質検査手数料等 １６７千円

○土地賃借料、分湯料（国有林関係） ５千円
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○機械設備等点検等委託料 ９８２千円

○機械設備修繕料 ２，０５５千円

○非常用放送設備機器交換工事 ２，２７０千円

ピンネシリふれあい公園管理事業 決算額 ２８６千円（３１１千円）

ピンネシリ温泉に隣接している広場の維持管理や環境美化に関する業務を委託しました。

観光イベント振興事業 決算額 １，６５０千円（１，６５０千円）

北緯４５度夏まつり及び北緯４５度しばれまつりに対して助成を行いました。

・北緯４５度夏まつり負担金 ８００千円

・北緯４５度しばれまつり負担金 ８５０千円

観光協会補助事業 決算額 ５５０千円（５５０千円）

観光宣伝、観光イベント、観光客の誘致等幅広い活動を進める観光協会の事業に対し助成

し、町の観光産業の振興に努めました。

○観光協会運営補助金 ５５０千円

観光振興事業 決算額 ５５９千円（９５１千円）

関係団体との会議出席のほか、観光施設の維持修繕を行い、観光事業の推進に努めました。

・旅費 ４２千円

・燃料、消耗品費等 ９５千円

・大畑山案内看板修繕 ３９１千円

・北海道観光地所在町村協議会負担金 １２千円

中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園管理運営事業

決算額 ４，８８６千円（４，８８６千円）

中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園の施設管理運営費です。

○中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園の管理運営に係る指定管理料 ４，８８６千円

・指定期間－令和２年４月１日～令和６年３月３１日 ４年間

中頓別町山村交流施設管理運営事業

決算額 １９，０７２千円（１９，３１９千円）

中頓別町山村交流施設（ピンネシリビレッジファームパーク）の施設管理運営費です。

○中頓別町山村交流施設の管理運営に係る指定管理料 １２，４１７千円

・人件費

・管理施設－ピンネシリビレッジファームパーク〔交流プラザ（道の駅「ピンネシリ」）、

オートキャンプ場、コテージ〕、砂金掘体験場

・業務の範囲－施設の管理に関する業務、施設の運営に関する業務、施設の経営管理に

関する業務

・指定期間－平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 ５年間

○修繕費 ２３１千円

〇改修工事等

・道の駅 屋根塗装工事 ３，８２３千円

・道の駅 駐車帯小規模改善工事 １，２６５千円
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・敏音知岳登山道修繕工事 １，３３６千円

大畑山展望台公園清掃維持管理業務事業 決算額 １６８千円（１６８千円）

大畑山展望台の開設にあたり、除草等の環境整備やトイレ清掃管理を実施しました。

そうや自然学校事業 決算額 ３，４０９千円（３，４０９千円）

中頓別町の豊かな自然環境を活用した体験活動を町内外の利用者に提供し地域間の交流促

進を図るとともに、地域の魅力を広める他、体験観光の展開による地域の活性化に取り組んで

います。

・指定管理料 ３，２９４千円

・特定建築物検査費 １１５千円

地域おこし協力隊事業 決算額 １，７４６千円（３，４４３千円）

地域おこし協力隊員の募集や活動に必要な研修等の支援を国の推進要綱に基づき特別交付

税を活用して実施しました。

着任した協力隊員が地域での活動に十分力を発揮できるよう、適宜開催される協力隊員向け

の研修会への参加を促進しており、令和４年度は、全道の協力隊員を対象とした研修会に２名

の協力隊員が参加し、研修を通じて協力隊活動についての先行事例の学習や協力隊員同士の連

携強化を図りました。

・協力隊募集業務委託 １，６６５千円

・旅費 ８１千円

なかとんべつ観光まちづくりビューロー運営事業

決算額 １４，７３２千円（１９，０９９千円）

敏音知地域を中心とする山村交流施設等の観光資源の活用や情報発信を推進し、地域の活

性化、交流人口の増加に取り組む（一社）なかとんべつ観光まちづくりビューローの運営費

を助成し、観光振興を図っています。

○（一社）なかとんべつ観光まちづくりビューロー運営費補助 １１，１２７千円

○地域おこし協力隊員雇用負担金 ３，６０５千円

土木費

〈土木総務費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

土木総務事業 決算額 ２０１千円（２１７千円）

各種会議への旅費及び道路、河川等の協会負担金、関係図書の購入を行いました。

〈道路維持費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

除排雪事業 決算額 １９１，２９０千円（１９２，４０６千円）

冬期間の快適な生活環境づくりのために、町道や公設駐車場等の除雪・排雪業務を行いま
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した。

・ロータリ除雪車購入費（１台） ５５，２３０千円

・除排雪委託料 ８１，０７０千円

・除雪センター詰所建替工事 ２９，８６５千円

上駒駐車場トイレ維持管理事業 決算額 ３８４千円（３９２千円）

上駒駐車場のトイレ清掃を委託し、いつも清潔な状態を保ちました。

道路維持補修事業 決算額 ２１，９６９千円（２２，０１７千円）

町道の草刈りや砂利均し等の維持作業を業務委託しました。舗装補修（パッチ）や道路を

大雨等から守るため砂利道に舗装をかける工事（道路施設予防保全工事）をしました。

・道路維持作業委託料 ９，７７９千円

・舗装道路補修費 １，９５８千円

・道路施設予防保全工事 ３，８８３千円

道路照明灯電気料事業 決算額 １，０１６千円（１，１７０千円）

歩行者及び車両通行の夜間の安全性確保のために設置している、道路照明灯１２３基分（町

道２１路線）の電気料を計上しています。

道路台帳整備事業 決算額 ３９６千円（４００千円）

道路台帳は、町道管理に必要な道路の現況や用地を確認することと、道路の維持管理に要

する費用として交付税措置がされるので、図面及び調書を整備するものです。毎年、道路工

事等で変更が生じた分を修正します。

〈橋梁維持費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

橋梁補修事業 決算額 ９９千円（１００千円）

橋の維持、補修を行いました。

・橋梁周辺支障木伐採 ９９千円

〈道路新設改良費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

普通建設事業（単独） 決算額 １，０１５千円（１，０４６千円）

道路建設事業を行うための人件費及び積算等に係る経費を支出しました。

秋田原野線交付金事業 決算額 ７５，７３５千円（７５，７３５千円）

小頓別かえで団地付近から秋田地区に向かう町道で、太平橋架替工事及び道路改良工事６

０ⅿを実施しました。

中頓別弥生線交付金事業 決算額 １０６，３５２千円（２１０，３５２千円）

※うち、３７，８２８千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

※うち、１０４，０００千円は、令和４年度への繰越明許費です。

頓別川河川改修に伴い弥生地区一已内橋の架換工事で、令和４年度は橋台下部と橋脚の工

事分の負担金を北海道へ支払いました。
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道路長寿命化事業 決算額 ３，３２２千円（３，３２２千円）

町道長寿命化のため、路面性状調査を実施し長寿命化計画を策定しました。

橋梁長寿命化事業 決算額 ２４，９７０千円（２５，５２０千円）

町道に架かる橋梁の長寿命化のため、兵安地区にある清水橋の補修工事と松音知地区にあ

る郡橋の補修設計を実施しました。

藤井原野線整備事業 決算額 ６，５４５千円（６，５４５千円）

町道藤井原野線整備事業に伴い、測量設計業務１２０ｍを実施しました。

〈河川総務費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

河川維持事業 決算額 ２１６千円（２１６千円）

普通河川の河床に堆積した砂利撤去等の維持管理経費を支出しました。

樋門樋管管理委託事業 決算額 ７１８千円（７４０千円）

河川の洪水・氾濫等によって災害が発生しないように、宗谷総合振興局稚内建設管理部が

管理している２級河川の頓別川、兵知安川にある３０ヶ所の樋門・樋管の操作や管理を委託

しました。

〈旭台公園費〉

（担当：建設課建設グループ）

旭台公園維持管理事業 決算額 ２０６千円（２１４千円）

旭台公園の管理を委託し環境美化の向上を図りました。

・公園管理委託料 １８６千円

・光熱水費 ２０千円

〈住宅管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

公営住宅維持管理事業 決算額 ３７，２５０千円（３９，２０７千円）

※うち、７８６千円は、令和４年度への繰越明許費です。

住宅の修繕・維持管理にかかる費用です。

令和５年３月３１日現在の管理戸数 ２０６戸

公営住宅 １６２戸、特公賃 ２０戸、独身者住宅 １９戸、定住促進住宅 ５戸

・公営住宅の修繕料（木製フェンス修繕・外壁塗装・小規模修繕等）８，９５７千円

・西団地公営住宅外壁改修工事１棟４戸 ９，０２０千円

・あかね団地公営住宅解体工事（３棟） １５，０５５千円
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〈住宅建設費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

住宅建設促進事業 決算額 ２１，３２９千円（２１，６４９千円）

町民の持ち家住宅を促進するため、中頓別町住宅建設促進条例に基づき、町内に住宅を新

築又は増改築する方及び町内に賃貸住宅を建設する方に対し費用の一部を助成することによ

り、良質な賃貸住宅の供給の促進と町民の定住促進を図りました。

・営繕工事積算標準単価利用料 ２３１千円

・賃貸住宅建設促進助成金（１件１棟６戸） １８，０００千円

危険廃屋解体撤去助成事業 決算額 １，３６０千円（２，８６０千円）

※うち、１，０３０千円は、令和４年度への繰越明許費です。

町内に存する老朽化し危険な状態にある廃屋化した建築物等の解体撤去をする方に対し、

経費の一部を助成し、景観や住環境向上、町民の安心安全を図っていきます。

・危険廃屋解体撤去補助金 ２件 １，１２０千円

消防費

〈消防費〉

（担当：南宗谷消防組合中頓別支署）

消防本部費 決算額 ８，１００千円（８，３３４千円）

南宗谷消防組合の議会費、総務費、消防本部費等の負担金を支出しました。

消防署管理経費 決算額 ４，６３３千円（４，７２０千円）

消防庁舎、通信設備、庁用備品等の維持管理に要した費用です。

・需用費（消耗品、光熱水費、修繕費） １，８４６千円

・役務費（通信運搬費、火災保険料） ７３７千円

・委託料（自家用電気工作物、庁舎設備機器、自動ドア、庁舎自動シャッター委託業務）

３９０千円

・使用料及び賃借料（ＬＥＤリース料、ＮＨＫ放送受信料、コピー機使用・リース料）

４２７千円

・工事請負費（非常用発電機冷却水保温ヒーター・起動バッテリー交換工事）

１，０２３千円

・備品（庁舎消火器、講演台、ＦＦ式石油ストーブ） ２１０千円

消防庶務業務 決算額 ２，０９０千円（２，０３７千円）

予算・経理に関する事項、職員の被服装備品の整備、安全衛生管理、労務管理等の他、一

般的な庶務事務に関わる事務処理に要した費用です。

・需用費（消耗品、職員制服費、印刷製本費） １，６６８千円

・役務費（職員健康診断文書料、アルコールチェッカー点検料） ２４千円

・負担金（安全運転管理者講習経費、大型運転免許取得負担金） ３９８千円
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警防業務事業 決算額 ４，２０１千円（４，６２２千円）

町民の人命救助を最優先に、火災・救助・災害の警戒及び防御を目的とし、各種訓練、研

修の実施、緊急時における適切な消防車と資機材の維持管理、消防水利の維持管理に要した

費用です。

・需用費（消耗品、燃料費、車検修繕費） ２，４７４千円

・役務費（空気ボンベ耐圧検査、車検代行料、自動車保険料） ４３５千円

・原材料費（消火栓・防火水槽） １２千円

・備品（消火用ホース、バッテリー充電器、バッテリー、大型用トルクレンチ、インパク

トドライバー、救助訓練人形、無線機予備電池パック、新職員用署活系無線器）

１，０６７千円

・公課費（重量税） ２１３千円

予防業務事業 決算額 １８５千円（１５２千円）

啓蒙旗設置、啓蒙看板作成、火災予防運動広報、年末警戒、町内回覧防火啓蒙等の火災予

防思想の普及啓発活動に要した費用です。

・需用費（消耗品） １５６千円

・役務費（防火防災訓練補償保険料） ５千円

・原材料費（火災予防運動用） ２４千円

各種研修事業 決算額 ３１９千円（３４６千円）

消防学校以外の短期の研修や各種資格取得のための研修、専門会議等に要した費用です。

・旅費 ２２２千円

・使用料及び賃借料（駐車場使用料） ２千円

・負担金 ９５千円

救急業務事業 決算額 ４，４５０千円（４，６５２千円）

救急出動、救急活動を円滑に実施するため、救急業務に対する検証、救急救命士の病院実

習、救急車・救急資機材の維持管理、また救命率向上に必要な応急手当普及活動等、救急業

務全般に要した費用です。

・旅費（救命士病院実習、救急町外搬送） ２５０千円

・需用費（消耗品、高機能感染防止衣、車検修繕費） ３３４千円

・役務費（通信運搬費、酸素ボンベ耐圧検査、車検代行料、各種救急資機材保守点検料、

自動車保険料） ５５２千円

・委託料（各種予防接種料、旭川赤十字病院検証委託料） ２４９千円

・使用料及び賃借料（駐車場代） ３千円

・備品（車載用酸素ボンベ、自動心臓マッサージ器） ２，９４７千円

・負担金（救急救命士病院実習及び再講習） ２８千円

・公課費（重量税、救急救命士登録免許税） ８７千円

消防学校派遣事業 決算額 ２，８７９千円（２，８８０千円）

消防職員として必要な専門知識及び技術の習得、規律の保持等、効率的に職務を遂行でき

る人材育成を目的に消防学校へ派遣する事業です。
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令和４年度は北海道消防学校の初任教育課程及び救急科への派遣、救急救命士を要請する

ため札幌市消防局救急救命士養成所への派遣経費に要した費用です。

・旅費（初任教育課程２名、専科教育救急科１名、救急救命士養成所１名）

８６３千円

・使用料及び賃借料（駐車場及び高速使用料） ３４千円

・負担金（北海道消防学校、救急救命士養成所） １，９８２千円

給与関連事業 決算額 ９０，１２１千円（９１，２０６千円）

消防職員の給与支払事務等に関する業務で、給料、職員手当等、共済費、負担金等人件費

に要した費用です。

・職員給与 ４５，１４１千円

・職員手当 ２８，８６７千円

・共済費 １５，１７０千円

・退職手当負担金 ９４３千円

消防団員管理事業 決算額 ４，２４９千円（５，１８４千円）

消防団活動を円滑に進めていくために、報酬、旅費、災害補償関係等に要した費用です。

・報酬（団員年間報酬、各種出動報酬） ２，８６２千円

・消防団員福祉共済掛金 ５８千円

・消防団員マイカー保険料 １０千円

・負担金（消防団員等公務災害補償負担金） １，３１９千円

消防分団管理事業 決算額 １，７８２千円（１，９１４千円）

消防団管轄の消防車や活動資機材の維持管理、消防団詰所の維持及び備品の維持管理に要

した費用です。

・需用費（消耗品、燃料費、光熱水費、車検修繕費） １，１９８千円

・役務費（通信運搬費、車検代行料、敏音知会館合併浄化槽検査及び汚泥抜き取り料、自

動車保険料、小頓別詰所火災保険料） ２２４千円

・委託料（敏音知会館合併浄化槽保守管理委託料及び消防施設管理委託料、小頓別消防詰

所管理委託料） １６５千円

・備品（棒吸管） １３２千円

・公課費（重量税） ６３千円

消防設備整備事業 決算額 ２，６４０千円（２，６４０千円）

町内の消火栓、防火水槽新設、維持管理に必要な費用です。令和４年度では、機能低下が

見られる消火栓の取替を実施しました。

・工事請負費（消火栓取替工事）
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教育費

〈教育委員会費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

教育委員会事業 決算額 ６７４千円（６８４千円）

教育委員会開催状況・・・１２回

学校訪問・・・学校行事及び授業参観、公開授業参観等の訪問を行いました。

教育委員研修・・・宗谷管内教育委員研修会にオンラインで参加しました。

教育委員報酬・・・教育委員の報酬を支出しました。

〈事務局費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

外国青年招致事業（英語指導助手） 決算額 ４，１６５千円（４，２０５千円）

こども園、小中学校、英会話教室等、語学教育の充実を図るとともに、地域国際交流の推

進に努めました。令和３年度より１名を中学校に常駐させています。

中学校部活動振興事業 決算額 ３２３千円（３２３千円）

生徒の身体並びにスポーツ技術の向上、管内中学校との交流と親睦を図ることを目的とし

ています。管内及び全道大会の参加やユニフォーム費用として保護者負担を軽減しました。

・バスケ部ユニフォーム代 １０千円

教育委員会事務局事業 決算額 ９５，６５９千円（９７，５０４千円）

教育委員会の補助機関として教育委員会事務局が設置され、教育委員会の職務権限に属す

る事務を具体的に処理するため事務局職員の給料等の支払いの他、児童生徒・教職員の健康

診断や一般事務に要する経費に充てました。令和８年の開校を目指した新しい学校づくりに

ついて検討を進めました。

・これからの学校づくりワークショップ運営業務委託料 ８，８８８千円

教育研究指定校委託事業 決算額 １００千円（１００千円）

特色ある学校経営の活動について研究し、教育効果を高めることを目的として各学校に委

託しました。その結果を集約し研究紀要として報告をうけました。

教職員健康診断事業（人間ドック） 決算額 ７２千円（８４千円）

教職員の健康の保持増進及び病気の早期発見等に努めました。

公用車両維持管理事業 決算額 １１，４０２千円（１１，６７４千円）

通学用スクールバスの運行、校外学習、各種スポーツ大会参加時の運行及び事務局車両の

維持管理に充てました。

中頓別町教育研究会運営事業 決算額 ２６２千円（２６２千円）

中頓別町学校教育の重点及び町内各学校の学校教育目標・経営方針に則り、教育課程の改

善、充実を図るための経費です。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オンライン開

催や規模を縮小した形でサークル活動や研究大会等の活動を実施しました。
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特別支援教育連携協議会運営事業 決算額 １４０千円（１４０千円）

発達障害を含めた障害のある子どものよりよい生活を築くため、総合的な支援体制の在り

方や障がいに対する理解を町民や関係者で共有していくために支援しました。講演会は中頓

別町ＰＴＡ連合会と共催で行いました。

英語力育成事業 決算額 ５２千円（５２千円）

英語検定の検定料の補助金を支出しました。

・英語検定 小学生 ３名、中学生 １２名

学習習慣育成事業 決算額 １０２千円（１８２千円）

漢字検定の検定料の補助金を支出しました。

・漢字検定 小学生 ４４名、中学生 ８名

中頓別学園整備事業 決算額 ２１，４５０千円（２１，４５０千円）

中頓別中学校の老朽化による建て替えを中頓別小学校位置に増築し、合わせて小学校校舎

を改修し義務教育学校として開校を目指すため、新たに学校建設基本設計委託料を支出しま

した。

〈住宅管理費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

教職員住宅管理事業 決算額 ９５３千円（１，３１６千円）

教職員住宅の維持管理に係る経費に充てました。

・住宅修繕 １件

・小破修繕等 ７件

〈学校管理費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

小学校施設維持管理事業 決算額 ３７，８１６千円（３８，６６７千円）

児童が快適・安全に学校生活を送れるよう小学校施設を維持管理するための経費に充てま

した。

・体育館暖房機取替工事 ４，９５０千円

・遊具整備工事 １０，７８０千円

・備品購入費（児童用デスクフレーム・マット・チェア・空気清浄機等）

２，９５６千円

中学校施設維持管理事業 決算額 １３，３９７千円（１４，４８７千円）

生徒が快適・安全に学校生活を送れるよう中学校施設を維持管理するための経費に充てま

した。

・備品購入費（レーザープリンター、カラープリンター、スポットライト、空気清浄機）

７６６千円
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〈教育振興費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

小学校教育振興事業 決算額 １，９６４千円（２，１１３千円）

児童に対する教育活動において必要となる教育資材等を整備し、教育指導の充実を図るた

めに必要な経費に充てました。

・図書購入費 ２２０千円

・備品購入費（陸上ハードル、デジタルピストル、双眼実態顕微鏡、立奏木琴等）

６５９千円

中学校教育振興事業 決算額 ８６７千円（１，５８６千円）

生徒に対する教育活動において必要となる教育資材等を整備し、教育指導の充実を図るた

めの経費に充てました。

・図書購入費 １１９千円

・備品購入費（スライドマルノコ） ８７千円

就学奨励事業 決算額 ９２７千円（１，２３５千円）

経済的な理由によって就学困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して必要な援助を

行いました。

・新規 ２名、継続 ８名

〈社会教育総務費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

社会教育推進事業 決算額 ４２３千円（５９２千円）

本町の社会教育事業のあり方について協議検討を行い社会教育事業や生涯学習・まちづく

り活動に積極的に参加できる体制を支援しました。

少年教育推進事業 決算額 ４，５８８千円（５，３９５千円）

地域の資源や文化を活かす子どもの体験活動や学習機会を提供し、青少年の健全育成を図

りました。

・中頓別町ＰＴＡ連合会運営事業補助 ２５０千円

・生徒指導連絡協議会運営補助 １５０千円

・学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 ４，０５４千円

青年教育推進事業 決算額 ５９千円（６０千円）

成人式対象者２０名に対するオリジナル図書の購入等、成人式運営に要する経費に充てま

した。

高齢者教室推進事業 決算額 ０千円（３７千円）

趣味や娯楽等のサークル活動を実施しました。新型コロナウイルス感染症拡大防止対策と

して、世代間交流や共同学習による交流、リフレッシュ研修は中止しました。

・パソコン教室

芸術文化推進事業 決算額 １４０千円（２０５千円）

個人や団体サークル、町内各学校における日頃の文化活動や学習成果の発表を通じ、お互
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いの交流を図りました。

・町民文化祭実行委員会運営補助金 １２０千円

夢と希望を！感動体験事業 決算額 ４８０千円（５７９千円）

次代を担う子ども達の健やかな成長と教育の向上に資することを目的に、未来を担うこど

もの健全育成と教育の基金を財源に、２０歳までの町民が学校単位や、子ども育成会、分団

活動、スポーツ少年団活動等において取り組む各種体験活動に補助金を支出しました。

・中学校本物感動体験修学旅行事業 ２９７千円

・中学校本物感動体験自然体験事業 ３２千円

・スキーの魅力体験事業 １５２千円

〈町民センター費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

町民センター運営維持管理事業 決算額 ８，９６２千円（９，２６４千円）

地域住民のコミュニティ活動、社会教育、生涯学習の場の拠点として利活用を図るため、

施設の維持管理に要する経費に充てました。

〈社会教育施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

郷土資料館及び青少年柔剣道場運営事業

決算額 ５，３１８千円（６，２２１千円）

郷土資料館、図書室、柔剣道場の光熱水費等の維持管理に要する経費を計上しています。

また、子どもからお年寄りまで利用しやすい生涯学習の拠点としての図書室の充実を図るた

め、計画的に蔵書を整備しました。

読書活動推進事業 決算額 １４千円（５５千円）

・なかとんべつ子ども読書プラン事業

令和３年３月に中頓別町子どもの読書活動推進計画〔第３次計画〕を策定。生涯にお

ける読書の習慣化に向けた取り組みとともに、誰もが利用しやすい施設を目指します。

赤ちゃんから絵本に親しみ、また、町図書室と認定こども園や学校図書室との連携を

図りながら、子どもを中心とした読書活動の支援をしました。

・ブックスタート事業

赤ちゃんと保護者がゆっくり向き合い、心ふれあうひとときを持つきっかけをつくり、

絵本を開く楽しい体験といっしょに、絵本等が入ったブックスタート・パックを手渡し

ます。町で地域に生まれたすべての赤ちゃんと保護者を対象に、乳幼児検診の時に「い

きいきふるさと推進事業」と同時に実施しました。

・絵本の読み聞かせ事業

読書活動の推進を地域全体での取り組みにするために、絵本の読み聞かせボランティ

アの活動について支援をしました。
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〈多目的集会施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

多目的集会施設維持管理事業 決算額 ８５０千円（１，０１９千円）

小頓別地区の住民活動の場として活用している多目的集会施設の光熱水費等維持管理に要

する経費に充てました。

〈創作活動施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

創作活動施設運営管理事業 決算額 ３２３千円（４７８千円）

中頓別町らしい個性豊かな芸術文化の発展のため、地域や職場、団体やサークルのネット

ワークづくり、創作活動の拠点として活用している創作活動施設の維持管理に要する経費に

充てました。

〈保健体育総務費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

社会体育推進事業 決算額 ２，０６１千円（２，４８２千円）

社会体育推進事業

各種研修会への参加や町内スポーツ大会・教室等のあり方についての協議や少年団活動

支援に係る経費及びスポーツ巡回車の維持管理等に要する経費に充てました。

・各スポーツ少年団指導者への支援 １７５千円

・スポーツ少年団本部運営補助 １２５千円

スポーツ推進委員会運営事業

スポーツ団体サークルが自主的・自発的にスポーツ活動を継続的に活動するために、研

修や会議等の機会提供を図っています。

町民各種スポーツ大会等運営事業

・町長杯争奪町民パークゴルフ大会 ２０千円

・町民ソフトボール大会 ２０千円

・町民駅伝大会 １１３千円

・教育長杯ゲートボール大会 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策により中止

・夏休みラジオ体操会 １８千円

・町民体力テスト会 １３千円

冬季スポーツ教室運営事業

・町民スノーフェスティバル ２０７千円

・寿スキー場ジュニアスキー大会 ３５千円

・冬季スポーツ教室運営事業 ８１千円

・ジュニア・キッズスキー教室 １８千円

社会体育施設運営事業 決算額 ８６０千円（９６３千円）

学校クラブ活動や町内で活動しているスポーツ団体やサークル・愛好団体の活動の場所と
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して利用されている町民体育館の維持管理に要する経費に充てました。

〈山村プール費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

山村プール運営事業 決算額 ２，０２４千円（２，０５１千円）

学校授業や一般町民の健康体力づくり、児童生徒の健全育成のために開設している山村水

泳プールの維持管理に要する経費に充てました。

〈寿野外レクリェーション施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

寿野外レクリェーション施設事業

決算額 ２９，９６１千円（３０，０１０千円）

社会教育施設等（寿スキー場、野外レクリェーション施設、寿公園）の管理運営に要する

経費に充てました。

・社会教育施設等指定管理料 ２９，４８１千円

・備品購入費（可倒式ポール、スキーパトロール員用ベスト） ４６９千円

〈学校給食費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

学校給食事業 決算額 １５，６５７千円（１５，９３４千円）

子ども達に、望ましい食習慣や食に関する自己管理能力を身につけさせるよう食育の推進

を図りました。各学校における給食回数は、小学校で２０２日、中学校で１９７日、給食セ

ンターの稼働日数は２０４日となりました。これに伴い保護者負担となる学校給食費補助金

を新型コロナウイルス感染症の影響による家計への配慮及び更なる子育て環境整備のため全

額補助としました。引き続き食育を通じて児童生徒の健全育成を推進するよう努めます。

【 特別会計 】

自動車学校事業特別会計

（担当：自動車学校）

自動車学校事業 決算額 ５４，６２３千円（５６，４３７千円）

一般会計繰入金 １９，７９３千円（２４，３４６千円）

自動車免許取得のための教習、高齢者の免許更新時講習及び取得者教育等の業務を実施し、

地域における交通安全教育センターとしての積極的な活動の推進に務めました。教習生や受

講者が安心して利用いただくため、老朽化した施設の修繕、備品の購入等維持運営に必要な

経費を支出しました。

・人件費 報酬,給料,職員手当,共済費,退職手当組合負担金 ３８，１９３千円
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・需用費 施設修繕費（教習コース修繕等） ２，０８８千円

・工事請負費 無線教習施設撤去工事 ７０４千円

・備品購入費 待合室長椅子、体温検知カメラ、空気清浄機 ７４８千円

・使用料及び賃借料 除雪用ショベルリース料 １，４６９千円

国民健康保険事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

国民健康保険事業 決算額 １７１，０３０千円（１９７，４２４千円）

一般会計繰入金 １０，２２７千円（１５，５０６千円）

国民健康保険とは、日本に住む誰もが安心して医療を受けることができる「国民皆保険制

度」を維持しており、病気やケガをしたとき、安心して病院にかかることができるように医

療費の一部を国と国保加入者のみなさんの保険税で負担し合う制度です。

・総務費 ７，７６９千円

・医療給付事業 １０２，８１９千円

疾病時の入院や入院外（外来受診）の医療費を支出します。

・国民健康保険事業費納付金 ４９，６７１千円

・共同事業拠出金 １千円

・保健事業費 ５，３９６千円

特定健診を実施し、早期発見と予防事業に係る経費を支出します。

・諸支出金 ５，３７５千円

介護保険事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護保険事業 決算額 ２０６，５３７千円（２２１，６７９千円）

一般会計繰入金 ２８，０６９千円（３２，９３０千円）

介護保険制度は、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らすことができるよう、また、要

支援状態とならないよう様々な地域支援事業や、要支援状態、要介護状態となった高齢者へ

の介護保険サービスを推進しています。

・総務費 ５，５１５千円

・保険給付費 １８３，６７４千円

介護サービス等諸費 １６１，０８６千円

介護予防サービス等諸費 ２，１９４千円

その他諸費 １３１千円

高額介護サービス等費 ４，７６０千円
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高額医療合算介護サービス等費 １，０１０千円

特定入所者介護サービス費 １４，４９３千円

・地域支援事業 ７，９６７千円

・諸支出等 ６，３８０千円

・基金積立費 ３，０００千円

後期高齢者医療事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

後期高齢者医療事業 決算額 ３２，８８０千円（３２，８８６千円）

一般会計繰入金 １３，１１７千円（１２，９９６千円）

後期高齢者医療事業は、老人保健事業に替わる制度で７５歳以上の方と６５歳から７４歳

で一定の障害のある方が加入する医療保険制度です。

全道すべての市町村で構成する後期高齢者医療制度広域連合が設立され事業の運営にあた

ります。

市町村の役割は、保険料の徴収、各種申請や届出の受付、被保険者証の引渡し等の業務を

行うことになり、事業運営のための経費を計上するものです。

・総務費 １，６５９千円

・後期高齢者医療広域連合納付金 ３１，１１８千円

・諸支出金 １０３千円

水道事業特別会計

（担当：建設課上下水道グループ）

簡易水道事業 決算額 ２９９，８９２千円（４２５，９０５千円）

※うち、１２４，２２９千円は、令和４年度への繰越明許費です。

一般会計繰入金 １１６，２４０千円（１６４，３８５千円）

※うち、４８，９００千円は、令和４年度への繰越明許費です。

水道は清浄な水道水を供給する生活環境施設として重要な役割を担っています。

令和４年度につきましては、中頓別浄水場設備更新実施設計に基づき浄水場設備更新工事

を実施しましたが、世界的な半導体不足による電機品の供給不足に起因する一部機器の納品

遅延により、年度内に工事完了出来なかったため繰越事業としました。また、令和６年度か

ら地方公営企業法の適用事業とするため、移行事務支援として簡易水道事業法適用化支援業

務委託、頓別川広域河川改修工事に伴う水道管移設工事に係る町道水道管移設設計業務委託

を実施しました。その他、水道施設等の維持管理を重点に予算計上し、豊富で清浄な水道水

を造り、経営の健全化に努めました。
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・水道施設修繕費 ５，７５５千円

中頓別浄水場 取水施設堆積土砂撤去工事 ６４４千円

寿橋添架管漏水修繕 １，１９９千円

秋田増圧ポンプ場増圧ポンプ№１インバータ修繕 ８２５千円

施設・配水管修繕費 ３，０８７千円

・中頓別町水道施設維持管理業務委託 １２，８７０千円

・町道水道管移設設計業務委託 ５，２８０千円

・簡易水道事業法適用化支援業務委託 ３，９６０千円

・量水器取替工事（１２５台） ２，０７０千円

・中頓別浄水場設備更新工事 ２０４，６６６千円

・中頓別浄水場設備更新工事（繰越） １２４，２２９千円

下水道事業特別会計

（担当：建設課上下水道グループ）

下水道事業 決算額 ２６４，３４０千円（２６４，８９６千円）

※うち、６４，１３０千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

一般会計繰入金 ９８，３５０千円（９７，４３０千円）

※うち、１４，８００千円は、令和３年度からの繰越明許費です。

下水道事業は、公共水域の水質保全と快適な生活環境づくりとの重要な役割を担っていま

す。令和４年度は中頓別町下水道ストックマネジメント計画に基づいた下水道施設の設備更

新工事及び工事に伴う施工監理委託、前年度策定しました特定環境保全公共下水道事業計画

に則り、中頓別町下水道ストックマネジメント計画更新に伴う策定業務委託を実施しました。

また、令和６年度から地方公営企業法の適用事業とするため、移行事務支援として特定環境

保全公共下水道事業法適用化支援業務委託を実施、災害による停電対策としてマンホールポ

ンプ所用非常用発電機を購入しました。合わせて下水道施設の維持管理を重点に予算を計上

し、よりよい環境づくりとより効率的な施設管理に努めました。

・下水道施設修繕費 ９３千円

下水道施設・下水道管修繕費 ９３千円

・下水道管理センター 維持管理業務委託 ２７，８３０千円

・下水道管理センター外電気・機械設備工事重点施工監理委託(繰越) ２，５３０千円

・下水道管理センター外電気・機械設備工事重点施工監理委託 ２，８０５千円

・中頓別町下水道ストックマネジメント計画策定業務委託 ７，５３５千円

・特定環境保全公共下水道事業法適用化支援業務委託 ３，８５０千円

・下水道管理センター外電気・機械設備更新工事(繰越) ６１，６００千円

・下水道管理センター外電気・機械設備更新工事 １００，４７４千円

・マンホールポンプ所用非常用発電機購入（１台） ２，１８４千円
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国民健康保険病院事業会計

（担当：国保病院）

医療機械器具等整備事業 決算額 １９，９４２千円（１９，９８５千円）

住民の皆様により良い医療サービスを提供するため、老朽化・故障した医療機器等の更新

及び新規導入しました。

・解析付心電計 ・検査室診察用ベッド

・ＬＥＤ内視鏡システム ・超音波洗浄機

・パルスオキシメータ ・低床電動ベッド

・エアーマット ・シリンジポンプ

・輸液ポンプ ・センサーマット

・ストレッチャー ・コールドロッカー

・洗濯機 ・エアコン

・遺伝子解析装置 ・パソコン

・テーブル ・椅子

研修医住宅改修事業 決算額 １，６５０千円（１，６５０千円）

研修医住宅の改修工事を実施しました。

・床暖房ストーブの設置及び寝室、居間の床暖房取付


